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測る力とつなぐ力で、
地球の未来に責任を果たす。

YOKOGAWAがもつ測る力とつなぐ力を社会課題の解決に生かしたい、という意思を込めてYokogawa’s Purposeを定めました。​

気候変動、プラスチックや廃棄物、COVID-19など、今世界で顕在化している深刻な課題は、

単独の組織やシステムで解決できるものではありません。​

状況を測り、さまざまな情報を共有し、組織やシステムを有機的につなぎながら解決への道を探っていく必要があります。​

私たちの活動の大前提として、すべての人の人権を尊重し、差別のない世界をつくっていくことも重要です。​

YOKOGAWAは世界中のステークホルダーとともに変革を続け、より豊かな人間社会の実現に挑戦します。​

サステナビリティ貢献宣言

YOKOGAWA は、未来世代のより豊かな人間社会のため
に、2050年に向けて、Net-zero emissions、Well-being、
Circular economyの実現を目指します。
目標実現に向け、変化に柔軟に対応できる適応力・回復力を
強化し、循環型社会に適した価値を創造し、
ステークホルダーとのCo-innovation を
推進することにより、自らを変革します。

企業理念

YOKOGAWAは
計測と制御と情報により
持続可能な社会の実現に貢献する

YOKOGAWA人は
良き市民であり
勇気をもった開拓者であれ

（Yokogawa’s Purpose 2021年制定）

（2017年制定）
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YOKOGAWAの事業概要
YOKOGAWAは、お客様へのソリューション提供を通じて社会に貢献しています。​
エネルギー＆サステナビリティ、マテリアル、ライフの各事業分野において、測る力とつなぐ力を生かし、人類の課題に向き合い、
解決していくことによって、未来世代への責任を果たしていきます。

エネルギー＆​サステナビリティ マテリアル ライフ

探索領域 防災、宇宙、海洋

測定器事業、新事業他

エネルギー＆サステナビリティ事業は、エ
ネルギーの有効活用と持続可能な社会の実現
に貢献し、地球環境を守る事業です。オイル＆
ガス、石油化学、再生可能エネルギー、電力、エ
ネルギーマネジメントシステム（EMS）および
エネルギーストレージ分野のお客様を対象
に、現場の知見とお客様との信頼関係を生か
し、多様化するエネルギーの生産、供給、利用、
廃棄、リサイクルのバリューチェーン全体に
わたってお客様の安全かつ最適な運用を支え
ます。

マテリアル事業は、便利で快適な物質社会
と地球環境と共存可能な新しい循環型社会の
実現に貢献する事業です。高機能化学、バイオ
マスマテリアル、紙パルプ、繊維、鉄鋼、非鉄、
マイニング、モビリティおよび電機・電子分野
のお客様を対象として、生産性向上、環境負荷
の低減、エネルギーの効率利用のソリューシ
ョンを提供していきます。

ライフ事業は人々の命を支え、健康と安全
を守る事業です。YOKOGAWAは、医薬品、医
療に加え、誰もが安心して口にできる安全な
水と食料の供給に貢献します。ライフ事業で
は、すべての人の豊かな生活（Well-being）に
貢献することを目指し、当社の強みを生かせ
る医薬・食品産業分野においての研究から開
発・生産・物流までのバリューチェーン全体の
生産性向上の実現を目指します。また、水分野
では、遺伝子解析や科学機器で培った計測技
術を用い、デジタルトランスフォーメーショ
ン（DX）を実現していきます。

測定器事業は、お客様の技術革新を支える
事業です。高精度な測定技術を生かし、3つの
産業分野（脱炭素、通信、Well-being）のお客様
にソフトウエアやサービスを含めたトータル
ソリューションを提供します。また、新事業他
は、バイオ関連ビジネス等の新事業に加え、航
空機用計器のビジネスも展開しています。

�オイル＆ガス​
�石油化学​
�再生可能エネルギー​
�電力​
�EMS​
�エネルギーストレージ​

高機能化学​
バイオマスマテリアル​
紙パルプ​
繊維​
鉄鋼​
非鉄​
マイニング​
モビリティ​
電機・電子​​

�​医薬品​
�​医療​
�​食品​
�​水

測定器
�​エネルギー​
�​情報通信​
�​医療

新事業他
�​バイオ関連ビジネス​
�​航空機用計器​
�​新事業​
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グローバルに事業を展開

地域別売上高構成比 グローバルネットワーク地域別人員構成比

■ 日本　■ 東南アジア・極東　■ 中国　■ インド　■ 欧州全域　■ ロシア　■ 北米　
■ 中東・アフリカ　■ 中南米
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3,742億円 17,715名

社外からの評価

YOKOGAWAは、世界80か国以上でビジネスを展開しています。
各国の拠点で積極的に現地の人財を採用し、お客様や地域社会と長期にわたって信頼関係を築いてきました。
また、企業理念に基づき、良き市民として持続可能な社会の実現を目指して事業を行っています。​

YOKOGAWAのESG（環境、社会、
ガバナンス）経営は、社外から
高い評価を得ています。
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トピックスで見るYOKOGAWA

マネジメント・トピック 受注・製品トピック

2020年度もサステナビリティに貢献するための施策を着実に進めました。その一部を紹介します。

▶︎ �主要なESG指数に継続して採用
　（2020年6月〜7月）

▶︎ �バイオ事業の拠点としてスイスに「ヨコガワ・イノベー
ション・スイス」を設立（2020年7月）

▶︎ �COVID-19パンデミックに対し、年度を通じて出社制限や
テレワークの徹底など、各国の状況に応じた感染拡大防
止の対策を実施（2020年4月〜）

▶︎ �� 「ダウ・ジョーンズ・サスティナビリティ・ワールド・インデック
ス」の構成銘柄に初選定（2020年11月）

▶︎ ��気候変動対策と水セキュリティ対策で権威あるCDP Aリス
トに選定（2020年12月）

▶︎ �横河電機とICQ Consultants、バイオ医薬品事業に関する
パートナーシップ契約を締結（2021年2月）​

▶︎ �経済産業省が定める「DX認定事業者」に選定（2021年4月）

▶︎ �画期的なケミカルリサイクル技術をもつ日本環境設計に
資本参加、業務提携契約の締結（2020年6月）​

▶︎ �「YOKOGAWAグループ人権方針」を策定（2020年9月）

▶︎ ��ペプチド医薬品原薬製造のペプチスターに出資、業務提
携契約も締結（2020年12月）​

▶︎ �横河電機とHIROTSUバイオサイエンス、線虫がん検査
N-NOSEの普及に向けて資本業務提携契約を締結

　（2021年2月）

▶︎ �バイオマスマテリアル事業の成長促進に「横河バイオフロン
ティア株式会社」を設立（2021年3月）

▶︎ �新中期経営計画「Accelerate Growth 2023」を策定
（2021年5月）

▶︎ ��インドネシアのラヘンドン地熱発電所向け統合制御システ
ムおよびサービスを受注（2021年1月）

▶︎ �当社の制御システムを採用した、国内最大の風力発電設備
「ウィンドファームつがる」が運転開始（2020年4月）

▶︎ �国際宇宙ステーションでの実験に共焦点スキャナユニット
「CSU-W1」が活用（2020年6月）

▶︎ � �サウジアラビアの大規模給水パイプライン設備向け監視
システムを受注（2020年6月）

▶︎ � �医薬品・医療機器業界向け環境モニタリングシステムを開
発・発売（2020年10月）

▶︎ ��中国でエネルギーマネジメントシステム導入などによる省
エネ実証事業を完了（2021年3月）

▶︎ ��横河バイオフロンティアが高機能ナノセルロース素材の提
供を開始（2021年6月）

トピックスの詳細は、当社Webサイトの「ニュース＆イベント」をご覧ください。​
https://www.yokogawa.co.jp/news/​
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パートナーシップの推進​
WBCSD（持続可能な発展のための経済人会議）に参画するなど、さまざまな外部団体との協働を進めています。​

2009年　​
「グローバル・コンパクト」​
（国際連合）に参加

外部団体との活動

WBCSD Low Carbon Hydrogen 
Project
世界中で再生可能エネルギーの利用を拡大していくに
あたり、水素の活用は重要な課題です。2021年から
YOKOGAWAは、WBCSDのLow Carbon Hydrogen 
Projectのメンバーとなり、政策立案者を対象としたポ
リシー文書の作成に貢献してきました。これはパリ協
定に基づく1.5℃シナリオの実現に向け、最も効率よく
水素を活用していくために必要と考える施策を提言す
るもので、各国の脱炭素戦略に水素を盛り込むなどの、
8つの項目から構成されています。この文書はCOP26
を視野に2021年9月に発行されました。

千葉県市原市五井地区のコンビナートにおけるカーボンニュートラルの実現に向けてパート
ナー会社と業種を超えて連携し、コンビナート全体の物質とエネルギーの有効利用、CO2回収・
有価物転換、水素マネジメントの3つを軸としたカーボンリサイクル事業の実現可能性調査を
開始しました。

WBCSD Plastics & Packaging ​
Project
プラスチックは現代の生活にとって、なくてはならな
い素材ですが、海洋プラスチックの問題をはじめ大き
な課題があります。プラスチックの問題は世界規模で
解決すべき課題であり、WBCSDでは2020年にPlastics 
& Packaging Projectを立ち上げました。YOKOGAWA
が参加するグループでは化学のお客様を中心としたメ
ンバーとともに問題の分析、新技術を含めた解決策の
検討、ベストプラクティスの収集や分析を行い、資源循
環に向けた具体的な提案の作成に向けて活動を行って
います。​

YOKOGAWAは、服に含まれるポリエステルやペットボトルのリサイクルを推進している日本
環境設計株式会社に出資し、最新のリサイクルプロセスを活用して世界最先端の資源循環を可
能にする操業の実現に向けて協業しています。

資源循環の社会に向けた協業​ カーボンニュートラルに向けた産業間連携

2017年　​
WBCSD※に加盟​​
2017年　​
WBCSD※に加盟​​

2019年​
TCFD※提言への支持を表明​

※ 持続可能な発展のための世界経済人会議​ ※気候関連財務情報開示タスクフォース​
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Our Goals
地球の未来、そして未来の人々に対する責任を果たすため、
YOKOGAWAは3つのゴールを目指して進んでいきます。​

私たちが目指すもの

CONTENTS

社長メッセージ08

サステナビリティ目標10
10　YOKOGAWAが目指すThree goals
11　サステナビリティの重点課題
12　重点課題の選定
13　サステナビリティの指標
14　6つの貢献分野とビジネスの注力領域
15　社会インパクト指標
16　事業活動指標

Introduction
イントロダクション

Our Goals
私たちが目指すもの

Our Stories
重点課題への取り組み

Human Resources
人財

Environment
環境

Governance
ガバナンス

Information
データ・企業概要



08YOKOGAWAサステナビリティレポート2021

社長メッセージ

変化する環境におけるYOKOGAWAの存在意義 
YOKOGAWAを取り巻く事業環境は劇的に変化しています。お客様は、持続可能な未来を意識した

ビジネスモデルへの変革を進めており、例えば、エネルギー企業は、オイル＆ガスなどの従来型エネ
ルギーと再生可能エネルギーの双方を取り扱う総合エネルギー企業へと変化をし始めています。ま
た、中長期的な視点で世の中の変化を見通してみると、地球環境保全などの社会課題はさらに深刻
化、複雑化することが想定されます。
事業環境の変化を目の当たりにしたことや、Three goals※1を中心としたサステナビリティ目標や

その達成に向けた道筋を示してきたことで、YOKOGAWAグループ社員のマインドが変化しており、
社会課題解決に対する意欲が高まっていると感じています。
そのような変化の中で、YOKOGAWAがもつ測る力とつなぐ力を社会課題の解決に生かしたい、と

いう意思を込めて、Yokogawa’s Purposeを2021年5月に定めました。Yokogawa’s Purposeは、お客
様や社会にとっての我々の存在意義を端的に表現したもので、「測る力とつなぐ力で、地球の未来に
責任を果たす。」としています。人と地球が共生する未来をかなえたい、そうした思いを「地球の未来
に責任を果たす」というコミットメントに込めています。
地球環境保全や資源循環の問題、新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）の拡大など、いま世

界で顕在化している深刻な課題は、単独の組織やシステムで解決できるものではありません。状況を
測り、さまざまな情報を共有し、組織やシステムを有機的につなぎながら解決への道を探っていく必
要があります。YOKOGAWAは、これまで培ってきた知見、ノウハウ、技術を活用して、社会やお客様
をリードしていく存在になっていきます。

前中期経営計画の振り返り 
2020年度で終了した前中期経営計画「Transformation 2020」（以下、TF2020）では、Three goalsの

各ゴールに対して、2030年度に向けた注力分野と、サステナビリティ長期目標（CO2排出抑制貢献量、
安全・健康価値創出額、資源効率改善額）を設定し、グループ全体で取り組んできました。 

測る力とつなぐ力で、
社会課題の解決をリードしていきます。

代表取締役社長

※1 Three goals: Net-zero emissions 気候変動への対応、Well-being すべての人の豊かな生活、Circular economy 資源循環と効率化 
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COVID-19の拡大に伴うお客様の投資意欲の減退もあり、厳しい事業環境となりましたが、再生可
能エネルギービジネスの受注が伸長して、「CO2排出抑制貢献量」は順調に進捗しました。また、「安全・
健康価値創出額」および「資源効率改善額」についても、医薬品や食品など新たな業種でのビジネスや
環境変化に伴いニーズが高まったリモート、サイバーセキュリティ分野のビジネスにおいて着実に
価値を創出しています。 

中期経営計画でのサステナビリティ戦略と実行体制
劇的に変化する外部環境

や将来のありたい姿を踏ま
え、2021年度から新しい中期
経営計画「Accelerate Growth 
2023」（以下、AG2023）の取り
組みを開始しました。前出の
2030年度のサステナビリテ
ィ目標は、この新たな中期経
営計画でも引き継いでいま
す。SDGsへの貢献をさらに
加速させるため、貢献分野を
6つに拡大し、TF2020で注力
してきたビジネスに加え、
我々の持つコアコンピタンスをさらに生かせるスマートマニュファクチャリングやエネルギーマネジ
メントにも注力していきます。
事業の実行体制も、お客様の課題やその先の社会課題を軸とした事業体制に変更しました。
エネルギー＆サステナビリティ事業は、Three goalsのNet-zero emissionsにスポットを当てた事業で

あり、エネルギーの有効活用と持続可能な社会の実現に貢献していきます。Net-zero社会実現に向けて
ニーズが高まっている再生可能エネルギーは、安定供給に課題があるとされており、我々の保有する強
みやベストプラクティスを活用しながらサプライチェーン全体の最適化を目指します。また、オイル＆ガ
ス業種で確立したお客様の生産性を向上させるソリューションをグローバルに展開していくとともに、
CCS※2（Carbon dioxide Capture and Storage）、CCUS※3（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）
といった環境に配慮した新しい技術について、さまざまなステークホルダーと協働していきます。　
マテリアル事業は、Three goalsのCircular economyにスポットを当てた事業であり、高機能化学や

バイオマスマテリアルを中心に、便利で快適な循環型社会の実現に貢献していきます。素材産業のお
客様においては、エネルギーの効率的な利用、リサイクル、環境に優しい資源への転換に対するニーズ
が高まっており、DXを活用したソリューションを提供し、お客様の課題を解決していきます。
ライフ事業は、医薬品、医療、水、食料を注力分野としており、Three goalsのWell-beingにスポットを

当てた事業です。直近ではCOVID-19のワクチンや治療薬の研究にも当社製品が貢献しています。高齢
化、資源の枯渇、食料・水不足などの社会課題に直結する事業であり、事業規模を拡大させていきます。
YOKOGAWAは、「地球の未来に責任を果たす」という決意を込めたYokogawa’s Purposeに基づき経

営を行っており、こうした思いや意志のもと、最適かつ効率的、持続的なビジネスを行うことで、社会課
題を解決していくとともに、我々のビジネスボリュームの拡大も加速させていきたいと考えています。
また、サプライチェーンを含めた温室効果ガス排出量削減や人権尊重など、経営基盤の重点課題に対
する取り組みも進めていきます。

社員一人ひとりの意志で道を切り開く 
変化する事業環境の中で、Three goalsの達成に向けて、私は社長として経営の舵取りをしていきます。

ただし、Three goals達成の原動力は、社員の力です。今回制定したYokogawa’s Purposeには、グループ全
社員へのサーベイと、私とのオンラインでのラウンドテーブルで出された声を反映しています。実際に社
員の声を聞いてみると、これまで以上に社会に貢献したいと考えていること、YOKOGAWAはさらに貢献で
きるポテンシャルがあると感じていること、そのような会社に誇りをもっていることがわかりました。こう
した社員の強い思いに私自身が勇気づけられ、「地球の未来に責任を果たす」という社会に対する強いコ
ミットメントの発信を決意するに至りました。 
社員一人ひとりが強い意志をもって立ち向かえば、必ず道は開けると確信しています。社員の力を結集

し、ステークホルダーの皆様とともに、誰ひとり取り残さない、持続可能な社会を目指して歩んでいきます。

社長メッセージ

カーボンニュートラル
の達成

安全と健康の向上

企業や社会の
効率化

資源循環型
エコシステムの創造

ライフサイクル最適と
環境保全

能力を発揮できる
環境の実現        

GHG排出の抑制と、安価で信
頼できる持続可能なエネル
ギーへの転換​

DXによる生産の効率化、​自律
化と資源・エネルギー​の効率
的利用​

プラント資産の長期最適​運用
と環境負荷低減の​両立​

ライフイノベーションの​推進
とプラント、地域​社会の安全
向上​

バイオエコノミーや資源循環
システムの確立​

一人ひとりが尊重され平等
であり活躍できる環境の整備​

CO2排出抑制貢献量 安全・健康価値創出額 資源効率改善額
2030年度目標 10億トン-CO2 1兆円 1兆円
2020年度実績 2.6億トン-CO2 1,093億円 902億円 

進捗率 26% 11% 9% 

※2 CCS：二酸化炭素回収・貯蓄技術　　※3 CCUS：分離、回収した二酸化炭素を有効利用または貯蓄する技術 

YOKOGAWAの貢献分野 

サステナビリティ長期目標と進捗
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サステナビリティ目標
社会や環境の課題に対する危機意識が高まり、企業の役割や責任が増しています。YOKOGAWAは、これらの課題解決そのものが我々の存在意義であると考え、「測る力とつなぐ力で、
地球の未来に責任を果たす。」というYokogawa’s Purposeを制定しました。経営陣自らが強い信念をもち、リーダーシップを発揮してサステナビリティ経営を進めています。

YOKOGAWAが目指すThree goals
2015年に採択されたパリ協定や、持続可能な開発目標（SDGs）といった世界の動きを背景に、2050年に向けて目指す社会を、2017年にサステナビリティ目標「Three goals」として定め、そこに向けて

YOKOGAWAが自らを変革していく方向も示しました。​

Three goals

再生可能エネルギーの導入やエネルギー利用の効率化に貢献することで、
温室効果ガス（GHG: Green House Gas）の排出と吸収の均衡が保たれ、大
気中のGHG濃度が上がらない状態、Net-zero emissionsを目指します。

Net-zero emissions
気候変動への対応

安全で快適なワークプレース、生命科学、創薬など、幅広い分野で人々の健
康と豊かな暮らしを支援します。また、地域社会における人財育成や雇用
の創出、ダイバーシティ＆インクルージョンを推進します。

Well-being
すべての人の豊かな生活

さまざまな資源が無駄なく循環し、資産が有効に活用される社会の枠組
み、エコシステムの実現を目指すとともに、地球を循環する水資源の効率
的な利用や安全な飲み水の確保にも貢献します。

Circular economy
資源循環と効率化

Three goalsへの取り組みの概要

YOKOGAWAの強み

Quality
品質

Resilience
変化に柔軟に対応できる適応力・回復力の強化

Regenerative value creation
循環型社会に適した価値の創造

Co-innovation
ステークホルダーとの価値共創

Trust
信頼

Integrity
誠実

変革の方向性
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YOKOGAWAは、エネルギー＆サステナビリティ、マテリアル、ライフなどの事業分野において、お客様事業の課題を解決することで、社会・環境へ大きくプラスのインパクトを与えています。​
社会・環境への貢献を拡大することは、YOKOGAWAの企業価値向上と密接に関連しています。そこでAG2023の策定においては、社会・環境への貢献と企業価値向上の2つの観点でSDGsへ大
きく貢献していくための事業を抽出し、「SDGs貢献の重点課題」を設定しました。また、外部のESG指標をベンチマークして社会からの要請と私たちが取り組むべき課題の重要度を分析し、

「サステナビリティ経営基盤の重点課題」を設定しました。
これらの重点課題は常に変化していくと考えられるため、課題とそれを解決していくための事業やサステナビリティ経営基盤強化の取り組みを柔軟に見直していきます。​

SDGsを事業機会と捉え貢献を拡大

社会のESG要求の変化に対応
● ステークホルダーとのエンゲージメント
● ESG指標をベンチマーク

SDGs貢献の重点課題

サステナビリティ経営基盤の重点課題 変化に適応し経営基盤を強化
気候変動・GHG

人財・女性活躍

サプライチェーン

人権

 社会・環境への貢献を拡大し、収益を拡大して企業価値を向上させるSDGs貢献の重点課題

 変化する社会からの要請に適応し、リスクを低減して企業価値を向上させるサステナビリティ経営基盤の重点課題

TF2020​
レビュー​

メガトレンド・
市場分析​

長期経営構想
見直し​

事業戦略の
検討

重点課題
特定​

社会・環境インパクト分析​

企業価値・事業モデルインパクト分析​

Three goals

Yokogawa’s Purpose​
測る力とつなぐ力で、​
地球の未来に責任を果たす。​

重点課題に対する活動実績は人財、環境、ガバナンス
のページをご覧ください。

サステナビリティ目標

サステナビリティの重点課題

カーボンニュートラル
の達成

安全と健康の向上

企業や社会の
効率化

資源循環型
エコシステムの創造

ライフサイクル最適と
環境保全

能力を発揮できる
環境の実現        

GHG排出の抑制と、安価で信
頼できる持続可能なエネル
ギーへの転換​

DXによる生産の効率化、​自律
化と資源・エネルギー​の効率
的利用​

プラント資産の長期最適​運用
と環境負荷低減の​両立​

ライフイノベーションの​推進
とプラント、地域​社会の安全
向上​

バイオエコノミーや資源循環
システムの確立​

一人ひとりが尊重され平等
であり活躍できる環境の整備​

指標と目標はP.13～P.17をご覧ください。
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サステナビリティ目標

SDGs貢献の重点課題
前ページのとおり、「SDGs貢献の重点課題」は、社会・環境への貢献と企業価値向上の2つの観点で

設定しました。具体的には、AG2023の策定において、次の１から５までのプロセスに基づきSDGsへ
大きく貢献していくための事業を抽出しました。

1.前中期経営計画（TF2020）レビュー
　TF2020で注力してきた再生可能エネルギーやライフイノベーションビジネスが業績にプラスの
影響を与えたことを確認しました。また、COIVD-19の影響を含めてお客様のニーズが大きく変化し
たことに伴い、事業運営費（OPEX： Operating Expenditure）ビジネスをより拡大させていくことの必
要性を認識しました。

2.メガトレンド・市場分析
　政治・経済・環境・技術の視点で長期的な事業環境を想定し、気候変動やエネルギーミックスの変
化、デジタルトランスフォーメーションの進展などYOKOGAWAの企業価値やビジネスモデルに大き
な影響を与えるメガトレンドを抽出しました。

3.長期経営構想の見直し
Yokogawa’s Purposeを制定し、「測る力とつなぐ力で、地球の未来に責任を果たす。」を会社の存在

意義としました。また、社会全体がSoS（System of Systems）となる世界をリードするインテグレー
ターになることを目指し、その実現に向けて強化すべき領域を定義しました。

4.事業戦略の検討
上記のプロセスを踏まえ、エネルギー&サステナビリティ、マテリアル、ライフの新しい業種軸で

事業の成長とSDGs貢献の両面を考慮して、事業戦略を検討しました。検討にあたって、気候変動シナ
リオ分析（1.5℃、4℃）なども実施しています。

5.重点課題の特定
各事業の関係者に対するサーベイにより、各事業のThree goalsへの貢献度や長期的なビジョン、

貢献するSDGs、バリューチェーンにおけるプラスとマイナスの影響を集約しました。その結果を基
に貢献テーマを絞り込み、重要性の高いテーマをSDGs貢献の重点課題（6つの貢献分野）として選定
しました。

サステナビリティ経営基盤の重点課題
企業のESG側面を包括的に指標化している外部評価※を用いて社会からの要請と自社の取り組み

を比較分析し、気候変動・GHG、サプライチェーン、人財・女性活躍、人権の4つを現時点での重点課題
として選定しました。
※主にDow Jones Sustainability Indices, FTSE, CDPなど事業環境の変化

重点課題の選定
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設定した重点課題に対し、2030年度に向けた「社会インパクト指標」と2023年度に向けた
「事業活動指標」を定めました。社会・環境への貢献を示す「社会インパクト指標」は、「事業活動

指標」を推進することで達成を目指します。

「事業活動指標」は、AG2023において社会へ貢献しながら成長を加速するために重要な活動
に対して設定しており、それぞれ役員レベルの実行責任者が、目標達成のための活動をグルー
プ内の各組織のメンバーに落とし込んでいます。指標と目標は、外部環境の変化に応じて適宜、
見直していきます。

サステナビリティの指標

サステナビリティ目標

Three goals

2050年に向け目指す
社会の姿

SDGs達成へ向け、6つの分野の​
貢献を拡大​

SDGsへ貢献する事業を拡大し、​
成長を加速​

カーボンニュートラル
の達成

安全と健康の向上

企業や社会の効率化

資源循環型
エコシステムの創造

ライフサイクル最適と
環境保全

能力を発揮できる
環境の実現        

YOKOGAWAの貢献分野

AG2023 サステナビリティ注力事業​
 目標達成に向けた活動を、グループ内の各組織に落とし込み​

■ Three goals （2050年）​

■ 社会インパクト指標（2030年度/2040年度）

■ 事業活動指標（2023年度）​

温室効果ガス排出量（Scope1,2）　　
　2030年度 50％削減（基準年FY19）
　2040年度 100％削減（カーボンニュートラル）
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エネルギー＆サステナビリティ、マテリアル、ライフ、測定器の各事業と、それを支える自社での領域に対し、6つの貢献分野にまたがり注力領域を設定しています。​

 1.カーボン
ニュートラルの達成

GHG排出の抑制と、
安価で信頼できる持続可能な

エネルギーへの転換

 2.企業や社会の
効率化

DXによる生産の効率化、
自律化と資源・エネルギーの

効率的利用

 3.ライフサイクル最適と
 環境保全

プラント資産の長期最適運用と
環境負荷低減の両立

 4.安全と健康の向上​

ライフイノベーションの
推進とプラント、

地域社会の安全向上

5.資源循環型​
エコシステムの創造​

バイオエコノミーや
資源循環システムの確立

6.能力を発揮できる​
環境の実現​

一人ひとりが尊重され
平等であり活躍できる

環境の整備

エネルギー＆
サステナビリティ事業

マテリアル事業

ライフ事業

測定器事業

自社での領域

Three goals

再生可能エネルギー
インフラ支援

蓄電池製造支援 

再生可能エネルギー
開発用計測器​

事業所とサプライ
チェーンのGHG削減​

スマート
マニュファクチャリング事業 
（コンサルティング, ERP, 

MES, EMS）

医薬・食品バリューチェーンの
最適化支援（コンサルティン

グ,ERP, MES, EMS） 

高機能化学やバイオ
ケミカル産業への貢献、

リサイクルビジネス
効率化支援​

社員のWell-beingとエンゲー
ジメント、​変革に向けた人財
育成と能力開発、​ダイバーシ
ティ・インクルージョンの推進​

プラント安全計装、
プラント運転
トレーニング

ライフライン・上下
水道向け事業​

ライフサイエンス​
医薬・食品​

労働安全衛生Internal DXの推進 事業所における環境保全 エコシステムの探索

環
境
機
器​・​

分
析
計

プ
ラ
ン
ト
の
長
期

最
適
運
用
支
援​

リ
モ
ー
ト
サ
ー
ビ
ス・

ア
セ
ッ
ト
管
理 ​

サステナビリティ目標

 6つの貢献分野とビジネスの注力領域
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前回の中期経営計画で設定したサステナビリティ目標（右上表）を引き継ぎ、6つの貢献分野に対して、社会的インパクトの観点で2030年度に向けた指標と目標を下表のとおり設定しました。
「CO2排出抑制貢献量」は、「お客様のCO2排出抑制貢献量」に、「安全・健康価値創出額」と「資源効率改善額」は、「お客様の生産性効率化で創出された経済価値」の指標にそれぞれ引き継い

でいます。

6つの貢献分野​ 貢献するSDGs​ 指　　標​ FY30 （FY40） 目標​

1.カーボンニュートラルの達成 ​

お客様事業のCO2排出抑制量​
2018年度-2030年度累計10億t-CO2

（内、50%以上は再生可能エネルギー、新技術による）​

温室効果ガス排出量（Scope1,2）
2030年度 50%削減（基準年FY19）  
2040年度 100%削減​

温室効果ガス排出量（Scope3） SBT※1要件を満たす目標​

2.企業や社会の効率化
お客様の生産性効率化で創出された
経済価値

2兆円​

3.ライフサイクル最適と環境保全
持続可能な操業に貢献している
工場の数

2万工場​

4.安全と健康の向上 安全や健康に貢献している人数 1億人

5.資源循環型
エコシステムの創造

資源循環に貢献する新規ビジネス
立ち上げの状況​

複数の資源循環システムの確立​

6.能力を発揮できる
環境の実現

社員のWell-beingを高める
エンゲージメント

世界トップ集団と同レベル​

変革に向けた人財育成・能力開発の実績​ フューチャースキルセット※2の習得

ダイバーシティ・インクルージョンの
達成度​

女性管理職比率 20%
上位の意思決定層のダイバーシティ​向上​

※1 SBT: Science Based Target　※2 フューチャースキルセット：新事業や新分野で活躍するためのスキル​

サステナビリティ目標

社会インパクト指標

CO2排出抑制貢献量 安全・健康価値創出額 資源効率改善額
2030年度目標 10億トン-CO2 1兆円 1兆円
2020年度実績 2.6億トン-CO2 1,093億円 902億円
進捗率 26％ 11％ 9％
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社会インパクト指標の達成に貢献する事業活動について、2023年度に向けた指標と目標を下表のとおり設定しました。​

6つの貢献分野​ 注力領域​ 貢献するSDGs​ 指　標​ FY23目標​

1.カーボン
ニュートラル
の達成​

再生可能エネルギーインフラ支援​
お客様事業のCO2排出抑制量

（FY18からの累計）​
5億t-CO2

再生可能エネルギー開発用計測器​
再生可能エネルギー向け計測器の売上高伸長率

（基準年FY20）​
2.2倍​

蓄電池製造支援 ​ 電池電極用厚さ計の出荷台数伸長率（基準年FY20）​ 1.5倍​

（自社）事業所とサプライチェーンのGHG削減​
温室効果ガス排出量（Scope1,2）（基準年FY19）​ 10%削減​

温室効果ガス排出量（Scope3）​ SBT※要件を満たす目標​

2.企業や社会の
効率化​

スマートマニュファクチャリング事業
​（コンサルティング, ERP, MES, EMS）​

スマートマニュファクチャリング事業の受注高伸長率
（基準年FY20）

1.3倍​

医薬・食品バリューチェーンの最適化支援​
（コンサルティング, ERP, MES, EMS）​

医薬・食品バリューチェーン最適化支援事業の
受注高伸長率（基準年FY20）​

1.3倍​

（自社）Internal DXの推進​ 業務自動化による削減時間​（基準年FY18）​ 300,000時間​削減​

3.ライフサイクル
最適と環境保全​

プラントの長期最適運用支援​ ライフサイクルサポート契約プラント数​ 6,000プラント​

リモートサービス・アセット管理​
無線設備監視センサ受注台数伸長率​（基準年FY20）​ 3.2倍

設備保全管理システム契約ライセンス数​ 8,000ライセンス​

環境機器・分析計​ 環境分析計受注高伸長率（基準年FY20）​ 1.3倍​

（自社）事業所における環境保全​ 事業所の取水量（基準年FY19）　　　　　　　　　　　　   4%削減

サステナビリティ目標

事業活動指標

※SBT: Science Based Target
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6つの貢献分野​ 注力領域​ 貢献するSDGs​ 指　標​ FY23目標​

4.安全と
健康の向上​

プラント安全計装​ 安全計装システム提供数​ 157システム​

プラント運転トレーニング プラント運転訓練シミュレータ提供システム数​ 30システム​

ライフサイエンス　医薬・食品​ 創薬開発支援製品の売上高伸長率（基準年FY20）​ 2.5倍​

ライフライン・上下水道向け事業​ 水環境改善ソリューション提供数（日本を除く）​ 90ソリューション

（自社）労働安全衛生​ ISO45001認証取得実績​
主要拠点での取得

（12拠点）​

5.資源循環型
エコシステムの
創造​

高機能化学やバイオケミカル産業への貢献、
リサイクルビジネス効率化支援​ 高機能・高付加価値、精密化学品向けの受注高伸長率

（基準年FY20）
1.6倍

（自社）エコシステムの探索​

6.能力を発揮
できる
​環境の実現​

（自社）社員のWell-being と
エンゲージメント​

エンゲージメントサーベイスコア​ 81%​

（自社）変革に向けた人財育成と
能力開発​

1人あたりのトレーニング時間​
1人あたり
年40時間​

（自社）ダイバーシティ・インクルージョンの
推進​

女性管理職比率​ 12.5%​

障害者雇用率（日本）​ 2.5%​

サステナビリティ目標

詳細は、Webをご覧ください。https://www.yokogawa.co.jp/about/yokogawa/sustainability/ 

事業活動指標（続き）
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Our Stories
社会・環境への貢献を拡大することは、YOKOGAWAの企
業価値向上と密接に関連しています。本章では、社会・環
境 へ の 貢 献 と 企 業 価 値 向 上 の2つ の 観 点 で 選 定 し た

「SDGs貢献の重点課題」について、取り組みの事例を紹
介します。また、各地域での社会貢献事例についても合
わせて紹介します。

重点課題への取り組み

CONTENTS

企業や社会の効率化20
20　連携最適化ソリューション

22　自動ナノデリバリーによる
　　新たな治療法や医薬品開発への貢献
23　COVID-19のワクチンや治療薬に関する研究を支援
23　米国下水再生水の飲用化に向けた実証事業

安全と健康の向上22

カーボンニュートラルの達成
19　インドネシアの地熱発電エネルギー発展に貢献
19　モーダルシフトによる物流の環境負荷低減

19

24　バイオマスマテリアル普及と炭素循環社会形成への貢献

資源循環型エコシステムの創造24

能力を発揮できる環境の実現25
25　働く場所を自律的に選択できる働き方への転換
25　人財育成に注力するための施設

21　プラント全体にわたる設備の健全性を監視
21　現場作業支援のソリューション

ライフサイクル最適と環境保全21

コミュニティ・エンゲージメント26
26　社会貢献活動の基本方針
26　社会貢献活動ガイドライン
26　社会貢献活動実績

Our Stories
重点課題への取り組み
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事例1  インドネシアの地熱発電エネルギー発展に貢献
インドネシア北スラウェシ州のラヘンドン地熱発電所は、6つの発電設備（1~6号機）から成り、

120MWの電力を供給するインドネシアで最大級の地熱発電所です。YOKOGAWAは、1～4号機の蒸
気生産輸送設備（SAGS：steamfield above ground system）用制御システムを受注し、既存システム
を更新することとなりました。このプロジェクトでは、「統合生産制御システムCENTUM™ VP」に加
え、数多くの無線伝送器、圧力伝送器、流量計を納入します。また、エンジニアリング、据え付け、試運
転、作業員のトレーニングを担当し、システムの統合も遂行します。2021年11月に試運転を実施し、
12月にはお客様へ引き渡す予定です。このプロジェクトによって、すでにYOKOGAWAの制御システ
ムで運転されている発電設備との統合監視制御が可能となり、より信頼性の高いオペレーションを
実現し、お客様の生産性と効率性の向上に貢献します。
地熱発電は、風力、太陽光と比較して天候に左右されないため、1年を通じて安定した電力供給が

可能な再生可能エネルギーです。また、地熱発電は自然が生み出す蒸気を使って発電することから、
CO2の排出量を抑えることができる発電方式です。インドネシア政府は地熱開発を支援するためのさ
まざまな取り組みを進めており、2030年度までに国内で生産する地熱発電量を現在の2,100MWから
8,000MWに増やすことを目指しています。
アジア太平洋地域において、YOKOGAWAは多数の地熱発電事業に参加しています。この地域にお

ける地熱発電の拡大余地は大きく、こうしたプロジェクトを通じて、再生可能エネルギーである地熱
発電エネルギーの発展に貢献していきます。

カーボンニュートラルの達成 GHG排出の抑制と、安価で信頼できる持続可能なエネルギーへの転換​​

事例2  モーダルシフトによる物流の環境負荷低減
モーダルシフトとは、航空機や自動車で行われている貨物輸送を環境負荷の小さい船舶や鉄道の

利用へと転換することをいいます。
YOKOGAWAは、グローバルなビジネスを展開しており、世界各国のお客様に製品を納入していま

す。2019年度の物流は、約8割が航空機を利用していましたが、納期やコストとのバランスを図る中
で、CO2排出量が少ない船舶を利用した輸送へのシフトを進めてきました。一般的に、航空機輸送と比
べて船舶輸送はCO2の排出が90％以上少ないとされています。
手配する製品の種類や数に応じたリードタイムやコストを見える化することで、最適な輸送手段

が航空機なのか船舶なのかを容易に判断することが
可能となり、船舶輸送へのシフトが進んでいます。
2019年度と比較し、2020年度は船舶による輸送の比
率が約8％向上しており、物流により排出されるCO2
の削減に貢献しています。
今後も対象製品や対象地域をさらに拡大し、物流

の最適化を通じたCO2削減を進めていきます。

ラヘンドン地熱発電所

船舶による輸送の比率推移​

APR AUG SEP OCT NOV DEC JAN FEB MARJUN JULMAY

����年度  　　 ����年度
��.�

（%）

��.�

��.�

��.�

�.�

��.�

��.�

2020年度平均26.3%​

2019年度平均18.2%
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製品品質の周期変動を解消し、蒸気および電力消費の削減が実現しました。連続生産中に、厚さや
色などが異なる品種へ変更する銘柄変更時間を50％以上短縮することに成功しました。

事例  連携最適化ソリューション​
化学や紙パルプなどの素材産業における製造工程は、複数の連続するプロセスで構成されていま

す。個別のプロセスが独立することで、さまざまな要素が変動し、それぞれが相互に影響を与えてい
ます。各プロセスの改善に取り組むことで部分最適は実現できていたものの、プロセス間の連携の最
適化が不十分という課題があります。
この課題を解決するためにYOKOGAWAは連携最適化ソリューションを提供しました。まず、プラン

ト各プロセスのDCSデータを1秒周期で収集するとともに、過去の操業データに対して統計解析を行
い、課題の抽出や原因特定を行います。次に、改善対象とする制御ループに対し、最新制御理論（FRIT
理論）に基づいたYOKOGAWA独自のアルゴリズムを適用することで、新しいチューニングパラメー
タを算出します。この手法により、制御中のリアルタイムデータを解析し一度で最適な制御パラメー
タを求めることができます。

製紙工場では、坪量（紙の1m2あたりの重量）変動が調成工程と抄紙工程のプロセス干渉によるも
のであることを突き止め、改善すべき制御ループを特定しました。変動抑制が可能なパラメータを用
いて、制御の改善を行うことにより、プロセスは安定し、省エネを実現しました。
化学工場では、反応タンクにおける外乱が、その後の工程へ伝播し、冷却器後の温度と中間製品の

流量変動に影響することがわかりました。反応タンク後の温度制御やレベル制御のパラメータを変
更し、変動の抑制に成功しました。これにより、変動を抑制するために用意した工程を介さず、従来消
費していた蒸気・冷水を使用しない、省エネルギー運用提案につなげました。
YOKOGAWAのアプローチにより、それぞれの工程を分業して担当するオペレータには難しい、プ

ロセス間干渉の詳細把握や課題の特定を行います。本ソリューションによって、これまでの近視眼的
なプロセスの部分最適を超えたプロセス間の操業最適化を実現することで、製造現場における省資
源、省エネルギー化に貢献していきます。

企業や社会の効率化 DXによる生産の効率化、​自律化と資源・エネルギー​の効率的利用​

未反応原料の回収

中間製品の変動吸収のための工程

原料
冷水

冷却器

冷却温度

気液
分離器​ バッファ

タンク​

蒸留塔​

次工程​

中間製品
流量

加熱器
冷水

冷却器 バッファ
タンク​

中間製品を安定化し、
ダイレクトフィードを
実現

中間生成物の変動を解消し、原料ロスや、蒸留塔に必要なエネルギーの削減を実現しました。また、
中間製品流量の変動を80%以上低減させることにより、変動吸収のための工程で必要となっている
貯蔵と冷却・再加熱の工程を省くご提案をしています。

化学工場での予測値製紙工場での実績 お客様経済効果
1,000万円/年

お客様経済効果
2,000万円/年

CO2排出抑制量
140ｔ/年

CO2排出抑制量
900ｔ/年

反応器坪量 坪量
原料濃度

銘柄変更時間
43分

銘柄変更時間
18分

原料濃度
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事例2  現場作業支援のソリューション
防爆エリアを含めた工場の現場などでは、機器の点検やメンテナンスを行う際にさまざまな制約

があります。製造現場のノウハウと最新のIT技術を融合させ、フィールドワークをサポートする技術
やソリューションを提供して、デジタル技術を駆使した業務の変革に貢献します。国内の化学工場で
は、デジタル技術を活用したソリューションにより、下記の効果が実現しました。

現場作業の効率化と安全性向上
1. ループチェック時の防爆タブレット活用
�現場にある計器が制御システム上で正しく動作をしているかを確認するためにループチェックを
行っています。これまでは、現場作業員が中央計器室で運転データを見ているオペレータと PHS
で連絡を取り合いながら、各計器の確認をしていました。今回、防爆エリアを含めてWi-Fi無線環境
を整備し、防爆対応タブレットで分散型制御システム（DCS）の運転データをどこでも見られる環
境を構築しました。現場作業員が運転データを表示する防爆タブレットを携帯し、各現場の機器の
データを確認することで、計器室にいるオペレータに都度問い合わせることなく、現場主導でルー
プチェックを行うことができるようになります。工期や人件費を抑えるだけでなく、現場作業員自
ら目視で運転データを確認しながら作業することができ、ダブルチェックを含め安全かつ確実に
実施できます。さらに、通常の運転においても異常状態を早期に発見できるなどの相乗効果も生ま
れています。

2. 校正検査時の防爆スマートグラス活用
�振動計のセンサー取り付けには細かな作業が要求されますが、 従来はPHSなどを操作しながら作
業を行っていました。ヘッドセットと組み合わせた防爆対応タブレットや防爆対応スマートグラ
スを使用したリアルタイムコミュニケーションシステ
ムを導入することでハンズフリーになり、メンテナンス
部門による校正検査の作業が安全対策も含めて大幅に
改善されました。離れた場所で管理されている指示値を
PHSで確認しながらセットアップする場合と比べ、丸一
日かかっていた作業が、2時間程度で作業を完了できる
ようになりました。

事例1  プラント全体にわたる設備の健全性を監視
Sushi Sensorによる設備監視の効率化・コスト最適化
Sushi Sensorは、広大なプラントに散在する多数の設備を、無線によるオンライン監視することで、

これまでの設備保全の在り方を変革する設備監視ソリューションです。設備監視の効率化により、設
備の健全性維持と保全作業の最適化を図ることで、資源やエネルギーの無駄を省き、また、事故の未然
防止に貢献します。YOKOGAWAは、Sushi Sensorの提供を通じて、お客様プラント経営のパフォーマ
ンスを向上させ、健全な事業の継続を支援するとともに、環境負荷の低減に貢献していきます。

Sushi Sensorの特長
１）故障リスクの検知
�設備の状態を長期にわたって監視することで、異常兆候の早期検知と故障のリスクの高い設備を
抽出できるようになり、効率的な保全計画の立案に貢献します。

２）異常の相関関係の把握
�プラント全体の設備を俯瞰して監視することで、設備単体の異常検知だけではなく、関連する設備
間の異常の波及を把握できるようになります。

３）リアルタイムなフィードバック
�設備状態をリアルタイムで運転部門にフィードバックすることで、生産効率の向上や製品品質の
維持に貢献できるようになります。また設備の負荷を考慮した運転を行うことで、設備の延命がで
きるようになります。

製造プロセスにおける設備の状態監視と製品品質向上
定期検査や巡回点検を行っていても突発故障が発生していた製造プロセスの撹拌機に、Sushi Sensor

を取り付けました。撹拌機の振動値のトレンドをオンラインで観察することにより、故障予兆の検知に加
え、設備の状態と生産プロセスの相関関係がわかるようになりました。これにより、設備の振動データを
品質管理指標として追加することで、製品品質も向上しました。

ライフサイクル最適と環境保全 プラント資産の長期最適​運用と環境負荷低減の​両立​​

産業用IoT データロギング＆ダッシュボード

設備の状態監視
異常値を警告表示
し、対象設備の精
密点検を計画

状態一括監視
過去トレンドとの
比較
故障した際のトレ
ンド等と比較して、
故障の傾向を確認

時間重ね合わせ
各種運転データ
との比較
振動データにプロ
セスデータ等を同
一画面に表示して、
装置運転や製品品
質を管理

16ペントレンドグラフ

※画面はイメージ

防爆対応スマートグラス

Introduction
イントロダクション

Our Goals
私たちが目指すもの

Our Stories
重点課題への取り組み事例

Human Resources
人財

Environment
環境

Governance
ガバナンス

Information
データ・企業概要



22YOKOGAWAサステナビリティレポート2021

事例1  自動ナノデリバリーによる新たな治療法や医薬品開発への貢献
​個々の細胞を個別に解析する1細胞解析は、がん研究、免疫学研究等の分野において、病因や病態

等の事象を解明する新たな解析方法として注目されており、創薬研究や個別化医療、再生医療の分野
への貢献が期待されています。
細胞解析の分野では、2020年のノーベル化学賞で「CRISPR/Cas9」と呼ばれる新たなゲノム編集

ツールの開発者が選ばれ、注目を集めました。「CRISPR/Cas9」はそれまであったゲノム編集ツールに
比べて効率的にゲノム情報を書き換えることができることから、すでに作物の品種改良などのほか、
がんの新しい治療法の開発や新型コロナウイルスの研究に用いられています。
「CRISPR/Cas9」などのゲノム編集ツールを細胞内へデリバリーするためにはさまざまな方法が用
いられていますが、狙った細胞にデリバリーできない、ターゲットとする細胞によってはデリバリー
効率が悪い、デリバリー操作が難しいといった課題がありました。
これを解決するため、YOKOGAWAは、狙った細胞にさまざまな物質を低ダメージかつ高効率でデ

リバリーする装置、Single CellomeTM Unit SU10（以下、SU10）を新たに開発しました。SU10は、先端
外径のサイズが最小で数十ナノメートルのナノピペットを用いて、細胞へのダメージを抑えながら
ゲノム編集ツールを細胞の核内に直接デリバリーを行い、細胞の生存率やゲノム編集ツールのデリ
バリー効率を大幅に改善することができます。また、細胞へのデリバリー操作を自動化することによ
り、操作も格段に簡単になります。実際にSU10を使用した研究では、これまで報告されている方法と
比較して、格段に高い効率でゲノム編集できることが示唆されています。

Single CellomeTM Unit「SU10」​

SU10の特長​

・�ナノピペットで細胞へのダメージを最小限に抑える
ことを実現
先端外径のサイズが最小で数十ナノメートルと細胞に比

べて非常に小さいことから、細胞へのダメージが少なく、生き
た状態での1細胞解析が可能

・作業の自動化により操作効率の向上に貢献
ベテランの研究員が手動で行っていた、細胞表面の検知や

細胞へのデリバリー・吸引※等の一連の動作の自動化を業界で
初めて実現し、生きた状態の細胞に対して簡便にデリバリー・
吸引※操作を行うことが可能

安全と健康の向上 ライフイノベーションの​推進とプラント、地域​社会の安全向上​​

さらに抗がん剤などの薬剤を特定の細胞に直接デリバリーすることで、効率良く薬効や毒性を評
価することができ、また、新型コロナウイルスに関する研究においても、ウイルスのRNAをデリバ
リーすることで特定の細胞のみを感染させ、感染拡大のメカニズムの解析などに応用することがで
きる可能性があります。
YOKOGAWAは、このような1細胞解析のソリューションを通じて、新たな治療法や医薬品の開発に

貢献していきます。

※細胞内の物質を回収するサンプリング機能を開発中

創薬研究の分野は主にラボラトリーの世界で、いわゆるサイエンスのエリアになります。医薬業界ではこの研究の部分に時間がかかり、10年以上も
の期間を要すると言われています。ラボラトリーでの研究を終えると、量産に向けたプロセス研究に入り、生産へ移行します。
創薬研究において、最先端のバイオマス技術はまだ「サイエンス」のレベルです。それを「インダストリー」にまで昇華させるためには、エンジニア

リング・テクノロジー（ET）が必要になります。
YOKOGAWAは、これまで40年以上にわたりお客様のプラントとともに成長してきました。そのため、技術も製品ソリューションも経験も、ETには

優位性をもっています。
そこでYOKOGAWAは、バイオの世界でもこのETをサイエンスに加えることで、新しいバイオテクノロジーの世界、産業を実際にインダストリーと

して立ち上げるための事業を支援していこうと考え、その取り組みを開始しています。

バイオテクノロジーへの挑戦
Science

Engineering Technology
（ET）

+ =

Bio Industrial Autonomy
（BIA）
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事例3  米国下水再生水の飲用化に向けた実証事業
米国カリフォルニア州ロサンゼルス郡のラス・ヴァージェネス水道局管区は、一帯が丘陵地帯であり

地下水が全く利用できません。ロサンゼルス郡を含む南カリフォルニア首都圏は、カリフォルニア州北
部のカリフォルニア水路やアリゾナ州境のコロラド川水路からの輸入水に100%依存しています。単位
水量（m3）あたりの水輸送に関わる消費電力は、２kWhを超え、ラス・ヴァージェネス水道局管区では
3.7kWhを要しています。加えて、カリフォルニア州において2011年から2017年に干ばつが発生したこ
とにより、都市の持続可能性確保に向けて水源の維持が課題となっています。この課題を解決するた
め、ラス・ヴァージェネス水道局は将来の輸入水依存を15％以上削減することを目標に、Pure Water 
Projectを提唱し、下水再生水の飲用化事業の推進を目指しています。なお、同事業において下水処理
は0.5kWh/m3、再生水の飲用処理は1.0kWh/m3の消費電力を目安としており、輸入水の削減は南カリ
フォルニア全体のエネルギー削減に貢献します。YOKOGAWAは同事業に技術・サービスを提供するた
め実証事業に取り組んでいます。
実証事業においてYOKOGAWAは、設備の運転最適化や水質管理などにおいてデジタル応用技術を提案

し、再生水の飲用処理の効率化、安全と安心を提供することを目指しています。具体的には、プラントの運転
実績データから最適化の設備モデルを自動的に作成できるデータ駆動型プラント最適化モデリング技術
（DDMO： Data Driven Modeling for Optimization）や、AIを駆使した高度な膜ろ過技術の半自動化により、
省エネルギーおよび運転支援を実現します。また、飲用処理の需要管理
点で病原性指標となる微生物の迅速計測技術を提案し開発中です。
DDMOやAIにより、エネルギーと水質を含めたモデリングが可能と

なり、最適化のためのモデリングの労力を大幅に削減することができ
ます。また、操業最適化システムの導入を迅速に行えるようになりま
す。さらに、迅速計測技術より、従来の技術では数日から数週間の時間
を要していた微生物の検出が、迅速かつ簡便に行えるようになります。
実証事業の結果として、カリフォルニア州タピア水再生施設の水処

理プロセス最適化により、安定した処理水質と効率化を実現しまし
た。シミュレーションでは同様の処理場で15％程度のエネルギー削減
が期待できます。
人口増加や干ばつへの対応として、下水再生水の重要性が高まっ

ています。YOKOGAWAは、今回の実証事業の成果に基づき、下水再
生水の発展を支援し、限りある水資源の循環に貢献していきます。

事例① ミシガン大学（米国）

ミシガン大学セクストン先生は、顕微鏡画像を用い細胞の状態をAIで解析して創薬
スクリーニングを行う手法を開発しており、当社の優れたイメージング技術を搭載し
たCQ1はその画像取得のために活用されています。昨年
（2020年）、早急なCOVID-19治療方法開発のため、ドラッグリ
パーパシング※1を目的として1,425種類のFDA※2承認済みの
化合物をCQ1でスクリーニングし、いくつかの抗ウイルス効

果のある化合物を同定しました。この研究はすでに査読前論文として発表され
ています。この研究がさらに進むことで、薬の作用機序※3の解明が進み既存薬の
転用を効率的に進められることが期待されます。
※1 ドラッグリパーパシング：既知の薬効や副作用を利用し、 別の疾患への適用を探ること
※2  FDA（Food and Drug Administration）: アメリカ食品医薬品局
※3 作用機序：薬が治療効果を及ぼす仕組み

SARS-CoV-2ウイルスに感染し
たHuh-7細胞
青：核／緑：中性脂質／マゼン
タ：SARS-CoV-2 NPタンパク質

Dr. Jonathan 
Sexton, Ph.D.

事例② ブリストル大学（英国）

山内洋平先生の研究室では、ウイルスの細胞への侵入、感
染、複製といった重要ステップのメカニズム解明にCQ1をご
使用いただいています。先生の国際研究チームは、SARS-
CoV-2ウイルスがヒトの細胞に感染する際、Neuropilin-1
（NRP1）が2番目の受容体として働くことを発見し、2020年
11月に科学雑誌Scienceにて論文を発表されました。これまで

ACE2という受容体がSARS-CoV-2ウイルスと結合することは知られていました
が、NRP1も直接結合することを発見し、また、この結合を阻害すると、感染した細
胞が少なくなることも確認しました。これはNRP1がCOVID-19治療のターゲット
となる可能性があることを示しています。

ACE2とNRP1を発現したHela
細胞（左上）をSARS-CoV-2ウ
イルスに感染させた様子
緑：SARS-CoV-2ウイルス感染
細胞／青：核

Yohei Yamauchi 
MD PhD

ライフイノベーションの​推進とプラント、地域​社会の安全向上​​

事例2  COVID-19のワクチンや治療薬に関する研究を支援
世界中で猛威を振るっているCOVID-19の収束に向けて、新薬やワクチンの開発が行われています。

YOKOGAWAは、国内外の大学や研究機関が行っているCOVID-19のワクチンや治療薬の開発・研究に、
ハイコンテントスクリーニングシステムCellVoyagerシリーズの提供を通じて貢献しています。​

安全と健康の向上

カリフォルニア州ロサンゼルスの郊外に位置
するタピア水再生施設

ラス・ヴァージェネス水道局における
デモシステム
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バイオスティミュラント
2021年6月、国内の農業市場向けにスペインのAlgaEnergy社が開発したバイオスティミュラント

「PanaceaTM」の販売を開始しました。PanaceaTMは、制御した状況下で育成された微細藻類を原料と
しており、異なる種の微細藻類を組み合わせることで、アミノ酸や抗酸化物質などの植物の成長に必
要不可欠な主要養分が最適な割合で配合されています。このため、水で薄
めて土壌、種子、葉面に散布することでバランスのとれた栄養素を植物に
与えることが可能となります。また、微細藻類は生産過程で光合成を行
うため、大気中のCO2の削減にもつながります。

横河バイオフロンティアは今後、S-CNFTMの商用生産化、バイオスティ
ミュラントの販売などの事業展開を加速し、化学、電子材料、化粧品、食
品、農業、製薬会社などのお客様への高付加価値材料の提供を通じて、
持続可能な社会の実現に貢献していきます。

事例  バイオマスマテリアル普及と炭素循環社会形成への貢献
地球環境の課題を解決するクリーンテクノロジーの一つとして、バイオマス由来の素材が注目を

集めています。YOKOGAWAは、環境に優しいバイオマス由来材料の普及と炭素循環社会の形成を目
指し、2021年１月に横河バイオフロンティアを設立しました。
一般的に、バイオマスとは再生可能な生物由来の有機性資源を指し、化石資源を除いたものとされ

ています。石油や天然ガスなどの化石資源は数億年かけて生成されたものですが、人間社会のエネル
ギー消費のスピードは速く、これらを数百年で使い切ろうとしています。加えて、天然資源の採掘や
加工には膨大なエネルギーが消費され、今後消費の拡大が見込まれる新興国では、環境対策やエネル
ギーの効率的な利用、リサイクルなどが課題であり、グローバルで解決していく必要があります。
横河バイオフロンティアは、植物から得られるセルロースナノファイバー、リグニン製品といった

バイオマス素材や、微細藻類を使った農業用資材であるバイオスティミュラント※を提供すること
で、この課題を解決していきます。

セルロースナノファイバー
2021年6月、独自技術で開発した硫酸エステル化セルロースナノファ

イバー「S-CNFTM」のサンプル提供を開始しました。セルロースナノファイ
バーは、植物の主成分であるセルロースを加工した素材で、木材などから
抽出し、繊維を細かくほぐすことで生産できます。再生可能なバイオマス
を原料としているため環境負荷が小さく、また、軽くて高い強度をもつな
どの特徴があります。S-CNFTMは、独自技術により従来困難とされていた
粉末での提供が可能となりました。粉末にすることで用途に合わせて配
合量を柔軟に変化させることができるため、さまざまな分野での活用が
期待できます。また、液体状と比べて体積や重量が100分の1程度になる
ことから輸送時や保管時のコストを抑制することができます。

リグニン
2021年3月、スイスのBloom Biorenewables社と代理店契約を締結し、リグニン由来製品の販売を

開始しました。同社は、リグニン由来の製品を石油化学製品の代替品とするため、最新技術を用いて
商業化に注力しています。リグニンは複雑な化学構造をもつため、商業規模で効率的に製造するのは
困難とされてきましたが、同社の技術が解決すると期待されています。

資源循環型エコシステムの創造 バイオエコノミーや資源循環システムの確立​​​

横河バイオフロンティアのビジョン

粉末状のS-CNFTM

フィルム状のS-CNFTM

Panaceaの原料となる微細藻類※�農業用生物刺激剤。植物が本来もつ生命力を高めて耐寒性や耐暑性などの環境ストレス耐性を向上させ、
成長を促進して品質を高める物質や微生物の総称。
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事例1  働く場所を自律的に選択できる働き方への転換
YOKOGAWAは、生産性向上を目的にITインフラの整備、デジタルワークスタイルの導入などの

Internal DXを推進しています。
2020年7月に実施した「COVID-19グローバル従業員意識調査」の結果、就業時間の50％以上をテレ

ワークで行いたいと考えている社員の割合が８割を超えていることがわかりました。また、テレワー
クにより生産性が下がったと感じている社員は1割弱で、ほとんどの社員が出社時と生産性は変わら
ない、もしくは上がっていると感じていることも明らかになりました。社員のワーク・ライフバラン
スの実現や時間／場所にとらわれない多様で柔軟な働き方を実現することは、社員のエンゲージメン
トの向上や優秀な人財の確保などの観点からも重要です。また、効率的に成果が出せる場所を社員が
自ら考え選択することは、業務プロセスを効率化し生産性の向上にも寄与すると考えられます。この
ような背景から、これまでの出社を前提とした働き方から、働く場所を自律的に選択できる働き方へ
と転換する、グループ全体の方針を定めました。
これを受け、横河電機では国内に限定して居住地に制限を設

けない「遠隔地勤務制度」を2021年4月から導入しました。一定
の条件を満たせば、通勤圏外に居住し、テレワークで勤務する
ことができます。2021年10月現在、約30名の社員が承認を受け、
通勤圏外での勤務をスタートしています。制度を利用している
社員からは、「公私ともども非常に充実した生活を送ることが
でき、遠隔地勤務のありがたさを実感しています」との声や、
「地方で働ける会社への転職を考えていましたが、遠隔地勤務
制度のおかげで転職することなく、現在は自分のやりたい仕事
ができていますため大変感謝しています」といった声が届いています。ニューノーマルに対応した働
き方を推進し、社員一人ひとりが能力を発揮できる環境の実現を引き続き目指していきます。

事例2  人財育成に注力するための施設
社員の人財育成の場として、「ラーニングセンター」を2021年にオープンしました。YOKOGAWA

グループでは、企業が成長を続けるためには人財力の強化が必要と考え、Yokogawa Universityを開

能力を発揮できる環境の実現 一人ひとりが尊重され平等であり活躍できる環境の整備​​​​

校し、社員が能動的に学ぶことができる場を整備しています。併せてラーニングセンターのようなリ
アルの学びの場をもつことは、オンラインとリアルの双方で社員一人ひとりが成長でき、企業にと
って大きな意味があると考えています。また、この施設は社外の方も含めたプロジェクト活動をはじ
め、さまざまな方とのco-innovationを生む場としても活用します。
ラーニングセンターのデザインコンセプトは「YOKOGAWA Campus」とし、大学のキャンパスのよ

うに、集中して学んだり、コミュニケーションをとったりできる場を目指しています。開放感のある
空間と、落ち着きのある空間を両立させ、木目や緑などの自然な雰囲気を取り入れたデザインを採用
しています。
1階は社外の方とのプロジェクト活動や採用活動でも活用することを想定し、社外の方や社員を

出迎える空間としています。2階は「開放感のある空間」とするために壁面にガラスを採用するなど、
オープンな雰囲気で研修やワークショップが実施できるようになっています。脳を刺激するような
明るい色調の内装で、発想力が必要な内容の研修やワークショップでの活用に適しています。3階は
「落ち着きのある空間」として心を落ち着けて集中するような研修やワークショップでの活用に適し
ています。より集中しやすい環境とするために、落ち着きのある色調の内装とするほか、室外の様子
や視線が気にならない壁面を採用しています。
YOKOGAWAは長期的な成長を続けられるレジリエントカンパニーを目指しています。これまで、

研修といえば閉鎖的な会議室のなかで行われてきていましたが、今後はオンラインやこのような開
放的なリアルな学びの場を活用できます。社会全体の課題解決に向けて共に学びあうことが社員一
人ひとりと会社の成長につながります。部署横断での取り組みを促進し、さらに社外を含むさまざま
な方とのco-innovationを生む場としていきます。

ラーニングセンター1階 ラーニングセンター2階 ラーニングセンター3階

遠隔地勤務制度の利用社員
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目標1. 貧困をなくそう 
 ���衣類、生活、学習用品支援（日本、インドネシア、マレーシア、中国、イギリス、アメリカ、韓国） 

目標2. 飢餓をゼロに 
 �食事・生活の支援（フィリピン、インド､韓国） 

目標3. すべての人に健康と福祉を 
 �スポーツ団体・イベントの活動支援（日本） 
 �母子健康増進活動の支援（日本、カンボジア、ミャンマー） 
 �低所得者、障害者への支援（台湾、ドイツ、インド） 
 �高齢者施設の慰問、支援（日本） 
 �献血活動、医療機関への寄付（日本、シンガポール、タイ、オーストラリア、アメリカ、インド） 
 �災害（洪水、台風）救済支援（フィリピン、ベトナム） 
 �COVID-19対策支援としての寄付、寄贈 

  �（シンガポール、インドネシア、フィリピン、マレーシア、アルゼンチン、バーレーン、インド） 

目標4. 質の高い教育をみんなに 
 地域教育プログラム・教育活動支援 

  �（日本、シンガポール、インドネシア、中国、オーストラリア、ニュージーランド、オランダ、オー
ストリア、チェコ、クロアチア、イタリア、スペイン、ポルトガル、ドイツ、イギリス、フランス、
ポーランド、ノルウェー、ロシア、アメリカ、メキシコ、ブラジル、ペルー、UAE、サウジアラビ
ア、カタール、イスラエル、インド、韓国） 

目標5. ジェンダー平等を実現しよう 
 女性活躍支援（日本、シンガポール、オーストラリア） 

目標6. 安全な水とトイレを世界中に 
 �河川清掃、給水支援（日本、中国） 

目標8. 働きがいも経済成長も 
 �人財開発（日本、シンガポール、アメリカ） 

目標11. 住み続けられるまちづくりを 
 災害被災地支援（トルコ） 
 �地域ボランティア活動（日本、インド） 

目標12. つくる責任　つかう責任 
 �廃品の利活用（日本、タイ） 

目標13. 気候変動に具体的な対策を 
 環境教育活動 （日本、タイ） 
 �植林支援（ドイツ） 
 �World Cleanup Day参加 （オランダ、ルーマニア） 

目標14. 海の豊かさを守ろう 
目標15. 陸の豊かさも守ろう 

 �生物多様性保全活動（日本、ベトナム、中国） 

目標16. 平和と公正をすべての人に 
 軍人遺族基金寄付、兵役経験者祭協賛（アメリカ、インド） 

目標17. パートナーシップで目標を達成しよう 
 �外部機関との連携（シンガポール、ベトナム、韓国） 

社会貢献活動の基本方針
企業理念および行動規範に基づき、本業に関わりのある分野

を優先した社会貢献活動を行っています。

社会貢献活動ガイドライン
「YOKOGAWAグループ社会貢献活動ガイドライン」を定め、グ
ループの社会貢献活動を推進しています。寄付および経費支出を
伴う社会貢献活動は、決議・決裁の手続きと基準を明確にし、活動
の透明性を確保しています。

社会貢献活動実績 
2020年度の社会貢献活動として、資金援助（2億2,970万円）、物

品の支援や施設の開放（410万円相当）、社員による支援活動
（1,870万円相当）を行いました。 
実施している社会貢献活動をSDGsの目標で分類すると、一番

件数の多い活動は目標4の「質の高い教育をみんなに」に関する
ものです。 
SDGsの17目標のうち、計14の目標に貢献しています。

2020年10月に発生したエーゲ海地震では、拠点のあるトルコ・
イズミルが被災しました。復興支援の義援金をイズミルの自治体
および商工会議所に贈りました。

 Yokogawa Electric China（中国・蘇州）では、蘇州工業園区星
湾学校とグリーンパートナー環境保護活動を続けています。
2021年3月には95名の学生が製品生産と環境保護のプロセスを
学び、社員と一緒に植樹を行いました。

コミュニティ・エンゲージメント 
YOKOGAWAは、企業も社会の一員であることを自覚し、「良き市民」として地域との調和を目指しています。事業を通じて社
会に貢献するだけでなく、幅広い地域貢献活動を推進し、事業を展開する世界のあらゆる国や地域で、地域や社会の共通の目
標の達成に協力し、その発展に貢献します。
また、社員が「良き市民」として地域貢献活動に参加することを支援し、地域コミュニティの人財育成、環境保全活動をはじ
め、社員が有するさまざまなスキルや能力を活用できるボランティアプログラムを提供しています。

2020年度の主な社会貢献活動と貢献するSDGs

注力分野   事業をしている地域
  事業をしている分野
  大規模災害
  社会の発展への貢献
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Human Resources
企業は人と社会によって支えられています。​
YOKOGAWAは、多様な人財がいきいきと働いて能力を発揮し、社会とともに成長していくことを目指します。​
本章では、人財や労働安全衛生に関する取り組みを中心に紹介します。​

人財

CONTENTS

社員エンゲージメントの向上

ダイバーシティ＆インクルージョン
29　YOKOGAWAのD&I
（ダイバーシティ＆インクルージョン）宣言

29　グローバルでのD&I促進活動
29　女性の活躍推進
29　障害者の活躍推進

28　社員エンゲージメントの重要性
28　グローバル社員エンゲージメント

サーベイの実施
28　�サステナビリティ目標：エンゲージメント

サーベイスコア
28　施策の実施状況

28

29

30　社員と会社がともに成長し続ける
企業文化へ

30　グローバルタレントマネジメントシステム

人財開発30

�安全で働きやすい職場環境31
31　�ワーク・ライフ・マネジメントの推進
31　�ハラスメント防止
32　�健康経営
32　�社員支援プログラム（EAP）
33　�ワークプレイス変革
34　�労働安全衛生の取り組み
34　�労働安全衛生方針

人権尊重36
36　YOKOGAWAグループ人権方針
36　人権尊重のための体制
36　�人権デューディリジェンス

34　�労働安全衛生マネジメントシステム
（OHSMS）の運用

35　�労働安全衛生教育・訓練
35　�Yokogawa Safety Handbook
35　�労働災害の撲滅・低減
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社員エンゲージメントの向上

社員エンゲージメントの重要性
社員エンゲージメントは、職場環境や組織風土など社員を取り巻く環境の結果であり、高い水準の

社員エンゲージメントは、社員のパフォーマンスやステークホルダーへ提供する価値の向上につな
がります。社員エンゲージメントの向上は、社員が自律的に情熱をもって仕事に取り組み、その結果
が組織の一員として目標達成に貢献していることを実感できるときに実現します。
社員エンゲージメントの向上はYOKOGAWAの持続的成長の重要なカギとなります。YOKOGAWA

は、社員がYOKOGAWAのビジョン、ミッションや価値観に共感し、組織の一員として誇りをもち、自
律的に貢献する姿を実現します。

グローバル社員エンゲージメントサーベイの実施
社員エンゲージメント向上のため、YOKOGAWAは定期的にグローバル社員エンゲージメントサー

ベイを実施しています。サーベイの実施により、社員の組織風土、職場環境に対する意識やエンゲージ
メントの水準などを包括的に捉えることが可能となります。サーベイの結果を分析して戦略に反映し、
必要な対策を実施することで、YOKOGAWAの持続的な成長につなげていきます。

サステナビリティ目標：エンゲージメントサーベイスコア​
 ​ YOKOGAWAは、社員にとってより魅力的な会社となるため、ビジョンの浸透やより良い組織文化

の醸成を通じて社員エンゲージメントの向上に取り組んでいます。また、社員の業務に対する姿勢や
組織への貢献に対する意欲に応えるため、個人の成長機会を提供し、成果を正しく評価することで、
組織と社員が共に成長することを目指します。
目指す姿を実現するため、サステナビリティ目標の指標として「エンゲージメントサーベイスコ

ア」を定めました。エンゲージメントサーベイスコアは、社員の組織に対する考え、感情、帰属意識に焦
点を当て、組織風土、職場環境、および個人の成長機会や心身の健康などのさまざまな視点からエン
ゲージメントレベルを測るものです。より良い組織風土、職場環境を整え、エンゲージメントサーベ

イスコアを高めることが、YOKOGAWAの提供する価値にも大きなプラスの影響を与えると考えてお
り、将来的には、世界をリードするグローバル企業と肩を並べる高い水準の社員エンゲージメントを
目指します。

施策の実施状況
エンゲージメントサーベイスコア向上のため、2019年に実施したサーベイの結果を分析し、グ

ループ全体の取り組みとして3つの施策を実行しています。
同時に、グループ各組織においても、サーベイの結果に基づき施策を実行しています。

社員のWell-being とエンゲージメント能力を発揮できる環境の実現貢献分野

貢献する
SDGs

注力領域

指標 エンゲージメントサーベイスコア 
（2020年度実績） 79％／ （2023年度目標）  81％ 

グループ全体施策​​

1. ビジョンと戦略の理解​ 2. Co-innovationの活性化​ 3. 仕事を通じた自己実現​

新目標管理制度を導入し、各社員か
らすべての上司の目標内容が見える
ようにすることで、自分の仕事がど
のようにグループ全体に貢献してい
るかを理解できるようになりました。  ​
この制度により、会社やチーム、個
人が向かうべき方向とやるべきこと
が明確になり、ビジョンや戦略の理
解度も高まります。​

組織を超えたco-innovationを強化す
るために、組織横断プロジェクトな
ど所属組織外での活動でも適切に評
価・フィードバックがもらえる仕組
みを導入しました。​

個々人が仕事を通じ、自己実現をす
るために、ネットワークインフラを
活用したYokogawa Universityのコン
テンツを拡充することで、自ら挑戦
を す る 社 員 に 対 し、 さ ま ざ ま な 教
育・学習の機会を提供しています。​
また、社内公募システムを導入し、
社内でのキャリアアップの機会、新
たな挑戦の機会を提供しています。 ​ ​

2020年度は対象拠点を限定して導
入しました。2021年度には、本社を
含むすべての拠点において導入され
ます。

2020年度より導入された新目標管理
制度の一環として、上司や部下、同
僚、組織外のメンバーから定期的に
フィードバックがもらえる仕組みを
構築し、組織内外とのco-innovation
が活性化しました。 ​

2 0 2 0 年 度 にYokogawa Universityで
は学習コンテンツを大幅に拡充しま
した。​
社内公募システムはグループ全体に
導入し、活用事例が増えています。
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女性の活躍推進
サステナビリティ戦略に基づき、ダイバーシティ推進の一環として、女性社員の活躍を積極的に推

進しています。2015年4月にダイバーシティを推進する専任組織を設置し、マネージャーに占める女
性比率を指標として、2023年度までに横河電機単体で9.3%、グループ全体で12.5%、2030年度までに
はグループ全体で20%を目標に取り組んでいます。2021年 4月には内部昇格により初の女性執行役
員2名が誕生しました。 
また、横河電機では、女性リーダー候補者一人ひとりの育成計画を作成して進捗

状況を確認するなど、積極的な育成に取り組み、さらに、女性社員を対象とするキャ
リア開発研修およびマネージャーの意識啓発を図る研修やセミナーを開催してい
ます。2021年3月には、社長と女性マネージャーが登壇するパネルディスカッション
「キャリアとリーダーシップ」を実施し、参加女性社員へエールを贈りました。採用
活動においては、採用者数の女性比率30％以上を
目標とする中で、長期的には、社員の男女比率の適
正化を目指します。なお、2021年4月新卒入社の女
性は52.5％となりました。また、2016年3月から、
女性活躍推進法に基づき「一般事業主行動計画」を
策定し、厚生労働省のウェブサイトに公表してい
ます。2016年7月には、女性の活躍推進に関する取
り組みの実施状況が優良な企業として、厚生労働
大臣の認定（5つの評価項目すべてを満たす認定段
階3（3つ星））を取得しています。 

障害者の活躍推進
横河電機では1992年にノーマライゼーションプロジェクトを発足させて以来、一貫して障害者の積

極的な採用活動を継続しております。YOKOGAWAグループでは自立・自律性、向上心、チャレンジ精神
をキーワードに、上肢・下肢障害、聴覚障害、視覚障害、内部障害、精神障害、発達障害、知的障害のある社
員がそれぞれのスキルや経験を生かし、技術・製造・営業・事務などさまざまな分野で活躍しています。​
グループ会社の一つである横河ファウンドリーは、障害者雇用促進法に基づく特例子会社に認定されて

います。今後も、労働関係機関と連携を図りながら、障害のある社員の活躍を積極的に推進していきます。
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ダイバーシティ＆インクルージョン

YOKOGAWAのD&I（ダイバーシティ＆インクルージョン）宣言​
YOKOGAWAグループは多様性を重視した、インクルーシブで公平性のある企業文化の創出を大切

にします。個々の人財がもつさまざまな違いをお互いに認め合い、それを「個性」として受け入れ、誰
もが安心して安全に自分らしく働ける環境のもと、その能力を最大限に発揮し、ビジネスに貢献でき
るサステナブルな組織の構築を目指しています。 
人種・国籍・性別・宗教・年齢・社会的身分・障害の有無にかかわらず、多様な経験・知識・感性・視点・

文化・背景・価値観などをもつ人財を積極的に採用・育成・登用しています。そして、デジタル技術を活
用して柔軟な働き方を実現し、相互尊重に基づくコミュニケーションと建設的なコラボレーション
を行うことで、お客様、パートナー、サプライヤーとのイノベーションと新たな価値の共創を促進し、
未来世代の豊かな人間社会の実現に貢献していきます。 

グローバルでのD&I促進活動
グローバルに事業を拡大するなかで、多様な人財が活躍し続けることは、YOKOGAWAの強みであり

必須条件でもあります。YOKOGAWAでは、自律的に行動する挑戦意欲のある社員を支援し、グローバ
ルな視点でのキャリア形成を実現できるように、世界中どの国からでもグループ内の公募案件に挑戦
できる制度を策定しました。 
さらに、2020年度よりD&Iのマインドセット研修を開催し、YOKOGAWAにおけるD&I促進の重要性

や無意識の偏見がどのように行動に影響するかなどについて理解を深めました。2020年度は海外拠
点のリーダー層1,000人以上が受講し、2021年7月には全役員を対象に同研修を行いました。また、人
権の教育にも積極的に取り組んでいます。2020年度は「YOKOGAWAグループ人権方針」に基づいた
eラーニングを、複数言語で実施しました。2021年度もこれらのD&I促進活動を拡大していきます。

インドでのD&Iマインドセット研修

ダイバーシティ・インクルージョンの推進能力を発揮できる環境の実現貢献分野

貢献する
SDGs

注力領域

指標 女性管理職比率（2020年度実績） 11.7% / （2023年度目標） 12.5%
障害者雇用率（日本）（2020年度実績）  2.4% / （2023年度目標） 2.5%

職場における人権の保護を積極的に推進

女性マネージャー数※と比率の推移

※原籍が横河電機の社員
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人財開発 

社員と会社が共に成長し続ける企業文化へ 
Learning Company実現に向けたYokogawa Universityの取り組み 
変化する時代のなかで、お客様や社会に対して常に大きな価値を創出し続けられるよう、2018年

10月に企業内大学「Yokogawa University」を開校し、社員が幅広い分野の専門知識やスキルを自ら身
に付け、磨き続けるための環境を提供しています。学習の方法は、世界各国の社員が共通して学べる
よう、時間や場所の制約がない eラーニングを主体としていますが、各拠点に講師を配置できるよ
う、各拠点での講師育成にも取り組んでいます。
また、役員が講師となって社員への教育も行っ
ています。 
誰もが自発的に挑戦し続ける機会をつくり、

意欲ある人財の学びの早期化を可能にするとと
もに、教え学び合う風土（Learning Company）を
実現し、社員の成長を通じて組織として永続的
に成長できる企業への変革を目指しています。  

AG2023に寄与するコンテンツの拡充  
学習するコンテンツは、リーダーシップやファイナンスなど社会人の基礎力として求められるビジ

ネスリテラシー、既存事業の変革および知の伝承に必要な営業やサービスなど機能別のテーマ、新事
業とビジネスモデル変革に必要な新技術などの大きく3つの切り口に分類されており、外部のeラーニ
ングも活用しながら拡充しています。2018年10月の開校時は約120コンテンツでスタートしましたが、
2021年3月末には約2,280コンテンツまで拡充しました。今後、AG2023の目標達成につながるハード、
ソフト面のコンテンツをさらに拡充していきます。一人ひとりが学んだことを実践で活用し、より多く
の付加価値を生み出し、会社の成長につなげていきます。

グローバルタレントマネジメントシステム 
YOKOGAWAの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のためには、グローバルに成功をもたら

すことのできるリーダーの育成が大きな経営課題です。そこで2018年度より、将来の経営を担う
リーダー人財の発掘・育成を計画的に行うための組織を立ち上げ、グループ横断で戦略的な人員配置
や人財開発に取り組んできました。 
今後、より活動を充実化し、早期により多くのリーダーを育成していきます。 

重要な経営資源である多様な人財は、YOKOGAWAの成長の鍵であり、新しい価値を創造していくための源泉です。YOKOGAWAは、中期経営計画AG2023の目標達成を目指して「事業変革に
向けた人財力強化のスピードアップ」、「ダイバーシティ＆インクルージョンの徹底浸透」、「健康経営」を柱とする人財戦略を推し進め、お客様とのco-innovationを通じて、お客様とともに新
しい価値を創造しています。さらに、さまざまなステークホルダーの皆様に対して「Trusted Partner」「Respectful Citizen」であるために、社員一人ひとりがYOKOGAWAの使命と目的に共感
し、思い描くキャリアに向けて挑戦できる仕組みを整え、グループ一丸となって働きがいのある風土づくりを進めていきます。 

Yokogawa Leadership Competency　YOKOGAWA人に求められるコンピテンシー
ビジネス・市場の見識や戦略的思考/影響力の発揮・エンゲージメント

組織目標・成果の創出/自己の成長

YOKOGAWA Citizenship　シチズンシップ
必須の基礎知識・ルール/コンプライアンス/ Diversity & Inclusion 

論理思考 ISMS 石油・化学プロセス

マーケティング プログラミング言語 Product Knowledge

リーダーシップ Cloud Computing 再生可能エネルギー

デザインシンキング ロボティクス 大規模PJTマネジメント

コミュニケーションスキル サイバーセキュリティー 発電設備

イノベーション Artificial Intelligence Solution Knowledge

アカウンティング＆ファイナンス IoT/Data Analytics 営業スキル

Business Literacy IT Literacy &
 New Tech Frontier

Industry Knowledge & 
Specialized Courseビジネスパーソンとして

必要な知識・スキル 新たに獲得すべき知識・スキル 既存領域で必要な知識・スキル

Yokogawa University Learning Categories

基盤

上級

中級

初級

変革にむけた人財育成と能力開発能力を発揮できる環境の実現貢献分野

貢献する
SDGs

注力領域

指標  1人あたりのトレーニング時間 
（2023年度目標） 1人あたり年40時間

社内講師によるeラーニング講座
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安全で働きやすい職場環境 

ワーク・ライフ・マネジメントの推進 
社員を取り巻く環境、価値観は、ライフステージなどにより絶えず変化しています。その変化に応

じて、社員がより安心して仕事に専念できるように、コアタイムなしのフレックスタイム制度、テレ
ワーク制度、時間単位休暇制度など柔軟性のある勤務制度を整備して、社員のワーク・ライフ・マネジ
メントを支援しています。横河電機では子育てと仕事の両立について、就労面では、小学校入学始期
まで利用できる育児時間や子供の看護休暇などの制度、経済面では、子供1人につき年1回10万円を
支給する次世代育成支援金制度などがあります。これらの制度は、男女を問わず多くの社員が利用し
ており、復職後も働きやすい制度の充実や職場の理解と支え合う風土により、育児休職取得者は、ほ
ぼ全員の復職を実現しています。また、より育児休職を取得しやすくするために、子供が生まれた本
人と上司に対して、育児において利用できる制度の周知を行うとともに、制度面においても、育児休
職期間の最初の1週間は有給にするなどの整備を行ってきました。 
その結果、男性の育児休職取得率は、1％台から16.2%（2020年度実績）へ増加しています。さらに

は、本社敷地内に東京都認証保育所ポピンズナーサリースクール武蔵野を誘致し、社員はもちろん地
域の方の子育てと仕事の両立も応援しています。これらの活動が評価され、2021年2月に子育てを支
援している企業として東京労働局長からプラチナくるみん認定を受けています。2016年度に横河電
機で導入したテレワーク制度や時間単位休暇制度は、時間や場所にとらわれないワークスタイルと
して、育児や介護を必要とする社員に限らず、多くの社員が利用しています。利用しやすい風土づく
りの一環として、制度を有効活用している社員の働き方や社長メッセージを社内報へ掲載したり、多
様な働き方の事例や制度を紹介する情報サイトをイントラネット上に開設したりするなど、さまざ
まな媒体を利用して制度の活用を推進してきました。COVID-19への対応として、原則テレワーク勤
務へと切り替え、緊急事態においても事業活動を止めることなく進めており、BCPの観点においても
機能しています。 
また、ニューノーマル時代の働き方として、これまでの出社を前提とする働き方から、業務の内容

や目的、ライフスタイルに応じて、効率的にアウトプットが出せる場所を自律的に選択する働き方へ

プラチナくるみんマーク
詳細は重点課題への取り組みP.25をご覧ください。

ハラスメント防止
YOKOGAWAは、「YOKOGAWAグループ行動規範」に「嫌がらせ（ハラスメント）の禁止」を定め、ハラ

スメント防止に取り組んでいます。
ダイバーシティを推進し、多様な人財が活躍できる環境を整えるため、2016年度に、「ハラスメン

トに対する会社方針」の改定および「ハラスメント防止ガイドライン」の策定を行いました。お互いを
尊重し、セクシャルハラスメントやパワーハラスメント、育児・介護休業などの利用を阻害するハラ
スメント、ストーカー行為、性的マイノリティ（LGBT）への差別的な言動など、一切のハラスメント行
為を許さないことを横河電機および国内グループ会社の社員に周知し、遵守・実践を図っています。
また、横河電機内には「横河グループ総合相談窓口」を設けており、横河電機および国内グループ会

社の社員が、ハラスメントを含むさまざまな相談をすることができます。相談があった場合は、相談
者のプライバシーに配慮しながら、相談者の意向により、必要なヒアリングや職場実態を調査しま
す。ハラスメントの事実があった場合は、ハラスメントを行った本人に対し、厳正な処分を行ったう
えで、再発防止の対策を求めるなど、適切な指導をしています。相談者および事実関係の確認に協力
した社員に対し、不利益な取り扱いをすることはありません。

と変えていくことをグローバル方針として掲げ、テレワーク中心の新たな
働き方への変革を進めています。横河電機においてはロケーションフリー
の働き方ができる遠隔地勤務制度を2021年4月から導入し、優秀な人財の
獲得や社員のエンゲージメント向上のみならず、YOKOGAWAが持続的に成
長をしていくための要件として、新たな働き方変革に挑戦しています。 
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安全で働きやすい職場環境 

健康経営 
ニューノーマル時代に誰もが健康で安心して挑戦することができる企業文化をつくることを目指

しています。そのために社員一人ひとりが心身ともにベストコンディションで最大限のパフォーマ
ンスを発揮し続けるために、誰にとっても優しく安全なワークスペースなど、働きやすい環境をつく
ります。そして、社員の自律的な健康づくりを支援し、心身の健康増進、やりがい、幸福感を向上させ、
すべての人の豊かな生活「Well-being」の実現に貢献していきます。
YOKOGAWAは、2016年に健康宣言を制定しました。その後2017年から健康経営優良法人（ホワイ

ト500）の認定※を取得しています。グループ会社の横河ソリューションサービスも2018年・2019年と
ホワイト500の認定を取得しており、今後さらに、他のグループ各社へ活動の輪を広げ、健康経営をグ
ループ経営の重要なものと位置付けています。 
※2020年を除く

健康開発プログラム
横河電機では、2015年度から新しい健康増進施策として、健康開発

プログラムをスタートしています。これは、社員自身が現在のコンディ
ションを確認し、セルフケアを進め、健康を増進させる取り組みです。
このプログラムでは、1週間の歩数、当日の問診（運動・食生活・飲酒・喫
煙・睡眠・認知のくせなど）、体組成や体力の測定に加え、過去の健康診
断所見を参照し、産業医が社員一人ひとりに生活習慣改善のポイント
を具体的に指導しています。特に適度な運動は、生活習慣病およびメン
タル疾患の予防やストレス解消にも役立つだけでなく、仕事のパフォーマンスを一層高めることに
役立ちます。コロナ禍でテレワーク中心の働き方に変化する中、多様な働き方に対応した健康開発プ
ログラムに取り組んでいきます。

健康に関わるデータの活用
2020年度から健康診断やストレスチェック、健康開発プログラム、勤怠などのデータ集計・分析を

始めました。今後、その分析結果を可視化することで、職場・社員の健康意識を高め、より良い健康行
動を促進するためのプログラムなどの支援を充実させ、社員のワークエンゲージメントやパフォー
マンス（生産性）の向上、組織の活性化を目指します。 

心身ともに健康増進に向けた学びの機会を提供 
社員の自律的な健康行動を促進するために、eラーニング、マネージャー研修、各種セミナーなどの健

康教育、運動・喫煙に関する各種イベントの実施などを通して、社員の健康意識の向上を図っています。 

健康で充実した会社生活を送るために社員支援プログラム（EAP）を推進
社員が健康障害やライフステージの変化によって本来の能力を十分に発揮できない状態を回避

し、継続して高いパフォーマンスを発揮できるように社員支援プログラム（Employee Assistance 
Program：EAP）を導入しています。EAPでは、現状に合わせて制度を見直しながら働きやすい環境を
整えて、ストレスなどのケアを含めたメンタルと、復職支援などのキャリアの両面から社員をサポー
トし、社員が健康で充実した会社生活を送れるよう努めています。

経営層も積極的に参加する
健康開発プログラム（体組成測定）

周知活動 eメールやホームページを活用して関連情報を提供し、メンタルヘルスに関する理解の促進に取り組んでいます。

メンタルヘルス研修 新人研修・新任マネージャー研修などを実施し、予防・早期発見に努めています。

健康調査
（ストレスチェック）

ストレスチェックの結果を基に職場のストレス要因を把握し、その予防・対処・解消などを支援し、快適な職
場づくりを目指して職場と一体となった活動を展開しています。

復職支援 メンタルヘルス不調者、休職者、復職者のケアおよびよりスムーズな職場復帰と再発防止に向けて、段階に応
じて本人・職場への適切な支援ができるよう、体制を整備し取り組んでいます。

健康開発
（健康増進策）

社員一人ひとりの心身の健康度アップを目的に生活習慣、とりわけ運動習慣の改善を柱とした「健康開発
（健康増進策）」を実施しています。運動は身体的疾患だけでなくメンタル系疾患の予防にも有効とされてお
り、社員自身がコンディションを確認しセルフケアすることで健康増進を図ることを支援するものです。

相談対応 社内・社外の相談体制を確立し、メンタルヘルスのみならず人間関係やキャリアに関する悩み、セクハラ、パワハ
ラ、差別（LGBT含む）など、あらゆる相談に応じています。

社員支援プログラム（EAP）

 YOKOGAWAは、心身の健康の維持・増進に自ら努める社
員を支援し、いきいきと活力のある職場を作り、より豊か
な人間社会の実現に貢献できる会社を目指します。

健康宣言
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人財育成に注力するための施設
社員の人財育成の場として、「ラーニングセンター」を2021

年にオープンしました。研修の人数や内容に応じてさまざま
な大きさ、レイアウトに変更できる部屋を利用でき、対面、
オンラインどちらでも快適に研修が行える環境を整えました。

多様性を受け入れるための環境づくり
社員の多様化が進み、一人ひとりの「違い」を理解し、誰もが働きや

すい環境を実現するための環境づくりにも注力しています。

 �� � �礼拝室
宗教上の理由で就業時間中にも礼拝が必要な社員のための施設

を設置しました。
 �� � �女性のための休憩室
子育て中の社員とコミュニケーションする中、「育児中に安心し

て搾乳できる場所がない」、「妊娠中など足を伸ばせる場所が欲し
い」、「一時的に横になれる場所が欲しい」といった声があがりまし
た。一人ひとりが尊重され平等であり活躍できる環境の整備は重
要な課題であり、妊娠中や育児中の女性も安心して働ける職場環
境を整えることが急務でした。そこで横河電機では女性が搾乳し
たり体調を整えたりするために、安心して休憩することができる
スペースとして、新たに「女性のための休憩室」を設置しました。
働きながら母乳育児を選択できるように、母乳の保管のための

冷蔵庫・冷凍庫、搾乳機の消毒のための電子レンジなどを設置し、
必要な環境を整えました。利用した女性社員からは、「出社したときに利用していて、助かってま
す」や、妊娠中の社員からも「基本テレワークをしているが、出社日には休憩室があるというだけで
心強い」という声が届きました。

安全で働きやすい職場環境 

礼拝室

女性のための休憩室

ラーニングセンター　YOKOGAWA Campus

ワークプレイス変革 
社員が自律的に働く環境を選べるように、フリー

ワークスペースの設置・整備に取り組んでいます。個人
業務に向き合う「集中の場」、社内の協業を促進する「コ
ラボレーションの場」、新たな発想を生まれやすくする
「リラックスの場」などさまざまな用途に合わせたス
ペースをつくってきました。COVID-19対策も取り入
れ、社員が安心・安全に利用できるように柔軟に工夫し
ています。

開発職場でもワークプレイス変革に挑戦 
開発職場のオフィスは、業務内容の特性上、ワークプ

レイス変革に着手しづらい場所でした。しかし、開発職
場で働く社員も新たな働き方に挑戦していきたいとい
う声が高まり、開発職場の社員がプロジェクト体制を
組んでオフィスのリニューアルに取り組みました。 

サードプレイスとしてシェアオフィスを導入  
これまではオフィスで働くことが当たり前でした

が、自宅で働くことも私たちの日常となりました。今後
はオフィス、自宅以外の場所も各自の都合に合わせて
選んで働けるようにシェアオフィスを利用できるよう
にしました。 

フリーワークスペースは状況に応じて活用方法を変更。コラ
ボレーション重視からソロワーク重視への変更も可能

リニューアルした開発職場 

社員が自律的に選んで働けるシェアオフィス

詳細は重点課題への取り組みP.25をご覧ください。
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安全で働きやすい職場環境 

労働安全衛生の取り組み
YOKOGAWAグループでは、労働安全衛生マネジメントシステム（OHSMS※）を導入し、労働安全衛

生に関わる活動水準の継続的な向上とリスクの低減を推進しています。リスクアセスメントの実施
による潜在的なリスクの除去・低減活動、グループ会社を対象とした内部監査による活動の評価・見
直しを定期的に行うことで、労働安全衛生水準の段階的な向上を図っています。さらに、ヒヤリハッ
ト・ニアミスの分析と対策、安全衛生パトロールなど、従来からの活動を融合させ、仕組みの有効性を
高めています。COVID-19のパンデミックにより、感染拡大防止対策の一つとして、テレワーク（在宅
勤務）を導入しています。職場環境と同様に、テレワーク環境について、労働災害防止の取り組みを行
っています。​

労働安全衛生方針
YOKOGAWAグループは「労働安全衛生は経営の基盤である」という認識の下に、YOKOGAWAグ

ループで働くすべての人々の、安全の確保、健康の保持増進を推し進め、快適な職場を提供していき
ます。
 ��労働安全衛生マネジメントシステムを確立し、役割・権限・責任を明確にして、労働安全衛生マネジ
メント活動を推進します。
 �法規制等を遵守するとともに、必要な自主基準を設け、労働安全衛生の向上に努めます。
 ��労働安全衛生に関わるリスクアセスメントを実施し、リスクの除去・低減に努めます。
 �YOKOGAWAグループで働くすべての人々並びにお客様、株主、地域社会、お取引先様などとの良好
なコミュニケーションを促進します。
 �YOKOGAWAグループで働くすべての人々に、労働安全衛生を確保するための必要な教育・訓練を実
施します。
 �定期的に監査を実施し、労働安全衛生マネジメントシステムを継続的に向上させます。

労働安全衛生マネジメントシステム（OHSMS）の運用
定期的なリスクアセスメントの実施による潜在的なリスクの除去・低減活動、およびグループ会社

を対象とした内部監査による活動の評価・見直しを行うことで、労働安全衛生水準の段階的な向上を

※Occupational Health and Safety Management System

 �労働災害の撲滅・低減
YOKOGAWAグループで働くすべての人々の安全を確保し、健康を保持増進する。
 �労働安全衛生マネジメントシステム（OHSMS）の確立・維持・向上
（1）�PDCAの実行と情報共有により、労働安全衛生活動の継続的な向上を図る。
（2）�すべてのグループ会社でリスクアセスメントを実施し、リスクの除去・低減を図る。
（3）�内部監査の実施により、労働安全衛生レベルの維持・向上を図る。
 �法規制等の遵守
労働安全衛生に関わる法律、規則、条例等を遵守する。
 �労働安全衛生活動の実施
（1）安全の確保、健康の保持・増進を図る活動
（2）交通安全意識高揚のための活動
（3）労働安全衛生教育
（4）防火・防災訓練
 �労働安全衛生情報の開示
労働安全衛生に関する取り組みや成果を開示し、YOKOGAWAグループで働く人々並びに社会とのコミュニケーシ
ョンを図る。

労働安全衛生マネジメント体制

横河電機　社長

YOKOGAWAグループ労働安全衛生担当役員

YOKOGAWAグループ労働安全衛生統括部署 部署長

 �統括責任者
 �事務局

横河電機
 �統括責任者
 �事務局

国内グループ
各社

 �統括責任者
 �事務局

海外グループ
各社

YOKOGAWA グループ労働安全衛生目標

図っています。さらに、ヒヤリハット・ニアミスの分析と対策、安全衛生パトロールなど、従来の活動
を融合させ、仕組みの有効性を高めています。2020年度までに、主要12拠点のうち4拠点がISO45001
の認証を取得しています。2023年度までにすべての主要な拠点でISO45001の取得を目指します。​

労働安全衛生安全と健康の向上貢献分野

貢献する
SDGs

注力領域

指標  ISO45001認証取得実績　（2020年度実績）主要拠点での取得（4拠点）／
（2023年度目標） 主要拠点での取得（12拠点）
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安全で働きやすい職場環境 

労働安全衛生教育・訓練
YOKOGAWAグループ全体の活動水準を維

持・向上させ、労働災害を撲滅することを目的
に、グループ全社員を対象とした啓発活動に注
力しています。品質、環境、労働安全衛生に関す
る啓発プログラム「YOKOGAWA QHSE月間」の
ほか、「滑り、つまずき、転倒の防止」を徹底する
教育などを実施しています。また、労働安全衛
生活動を担当する新任者などを対象とした教
育、安全衛生委員会での学習会、お客様のプラ
ントや工場などにおける作業時の安全確保に
関する研修、交通安全講習などを行っています。
COVID-19の感染拡大防止対策の一つとして、テレワーク（在宅勤務）を導入しています。テレワー

ク（在宅勤務）時の安全確保および健康維持のための教育、テレワーク実施期間の職場における教育
および訓練を実施しています。​

Yokogawa Safety Handbook
労働災害の撲滅・低減を達成するための施策

の一つとして2019年度に「Yokogawa Safety 
Handbook」を発行しました。このグループ共
通のガイドは、グループで働く人が、安全確保
および安全行動のために参考にするものです。
9つの安全原則と、労働安全衛生に関わる3つの
心得で構成されています。9つの安全原則では、
労働災害のリスク低減にポイントを置いてい
ます。また、労働安全衛生に関わる3つの心得で

休業災害発生率 労働災害発生率避難訓練（横河電機）

Yokogawa Safety Handbook

����年度����年度 ����年度����年度

連結　　 派遣・請負�.�

�.�

�.�

�.�

�.�

�.�

�
����年度

労働災害発生率＝（休業災害件数+不休災害件数）÷延べ実労働時間×100万休業災害発生率＝休業災害件数÷延べ実労働時間×100万

は、安全な職場環境の構築・維持に役立つトピックスを紹介しています。このガイドは多言語に翻訳
し、グループ全社員に配布しました。

労働災害の撲滅・低減
YOKOGAWAグループでは、四半期ごとに労働災害実績を集計・分析し、労働災害の撲滅・低減、活動

内容の改善に取り組んでいます。YOKOGAWAグループで発生した労働災害については、イントラネ
ットで情報を公開し、グループ内に水平展開することにより、同種や類似の災害の再発防止に役立て
ています。

����年度����年度 ����年度����年度

�.�

�.�

�.�

�.�

�.�

�.�

�
����年度
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YOKOGAWAグループの人権リスク

リスクへの影響力
（関連性、影響力、管理状況）

リ
ス
ク
の
重
要
度

︵
範
囲
︑規
模
︑修
復
可
能
性
︑実
現
可
能
性
︶

Tier�

Tier�

Tier�

紛争への関与

環境・社会への影響

労働安全衛生（SC）
強制労働・奴隷労働（SC）
児童労働（SC）
労働環境（SC）
SC：サプライチェーン

強制労働・奴隷労働（従業員）

労働環境
（従業員）

労働安全衛生
（従業員）

公平な
ビジネス慣行 製品・サービスに関する

品質と安全性

救済システム

児童労働（従業員）

高

高

低
低

中

中

人権デューディリジェンス
YOKOGAWAは、事業活動、サプライチェーンおよびその他のビジネス上、人権に負の影響を与える

可能性を特定、防止、軽減し、どのように対処するかについて説明責任を果たすための人権デューデ
ィリジェンスを進めています。 
労働安全衛生、労務管理、購買・販売管理についてはそれぞれグループ全体を対象とする内部統制

システムを構築しており、リスクの低減や発見された問題の是正を行っています。 
また、人権侵害を未然に防ぐ手段として、YOKOGAWAで働く人すべてを対象とする、「相談・通報窓口」

を設けています。お客様やお取引先、地域社会など、あらゆるステークホルダーからの人権侵害に関わる
通報・相談については、ホームページの「お問い合わせ」 で受け付けています。人権に関わる通報があっ
た場合には、企業倫理担当部署と人事・調達・法務部門等が連携し解決を図る体制を整備しています。 

人権リスク評価
人権リスク評価は、企業の方針、事業活動の内容、内部統制システムの運用状況の確認に加え、関係者

へのヒアリングにより、取り組みの優先度の高い人権課題を特定するものです。優先度は、事業活動や
取引関係を通じて悪影響を及ぼすリスクの重要度と、リスクへの影響力の2つの観点から評価します。 
リスク評価の結果、環境・社会への影響、強制労働・奴隷労働（従業員）、労働安全衛生（従業員）、公平

なビジネス慣行、製品・サービスに関する品質と安全性、労働環境（従業員）の6項目が取り組みの優先度
の高い人権リスクと評価されました。優先度の高い人権リスクについては、国や地域の特性も踏まえて
更なるリスクの低減に取り組み、問題の可能性が発見された場合には適切な対応を図っていきます。 

人権尊重

YOKOGAWAグループ人権方針
YOKOGAWAグループは、「YOKOGAWAは計測と制御と情報により持続可能な社会の実現に貢献す

る。YOKOGAWA人は良き市民であり勇気をもった開拓者であれ」という企業理念を掲げ、お客様の
生産性向上とビジネス変革を支援するさまざまなソリューションを提供し、産業界、そして社会を支
えています。そしてこれからも、お客様、パートナーの皆様とともに、コーポレート・ブランド・スロー
ガン「Co-innovating tomorrow」のもと、明日をひらく新しい価値を創造してまいります。 
YOKOGAWAグループのすべての事業活動は人権の尊重を前提に成り立っており、私たちは、事業

を展開する世界各国・地域でのさまざまな人権課題について理解を深め、その解決に積極的に関与す
ることで、人々の尊厳が守られ、敬意が払われるように力を尽くさなくてはなりません。その責務を
果たすための指針として、「YOKOGAWAグループ人権方針」を定めました。本方針は当社グループウェ
ブサイトにて開示しています。 

人権尊重のための体制
YOKOGAWAグループ人権方針は、取締役会の承認により定められています。代表取締役社長を当社グ

ループの人権に関わる最高責任者とした社内体制を整備し、継続的な取り組みを実施しています。人権に
関係する部門から担当者を選出した人権実務者会議が具体的な人権に関する取り組みを進めています。 

 人権方針の策定および公開 
  �世界中の従業員、ビジネスパートナー、およびサプライヤーとともに人権を尊重した企業活動を展開するべく、「YOKOGAWAグ

ループ人権方針」を策定しました。 
 重点サプライヤーへの人権デューディリジェンスの実施 

  �専門家の知見、業種別評価によりお取引先様の事業所を選定し、お取引先様によるセルフ・アセスメント（SAQ：Self-assessment  
questionnaire）を活用した人権デューディリジェンスを実施しました。 
 サステナブル調達活動報告の外部開示 

  �サステナビリティ目標「Three goals」達成に向けた、サプライチェーンにおける活動を公開しました。 
 グループ従業員に対する人権に関する教育・啓蒙の実施 

  �人権方針が、当社で働くすべての人々に理解され、実践されるよう、人権尊重に関する教育・啓蒙を実施しました。 
 社外ステークホルダー向け通報窓口の改善 

  �コンプライアンスについてのお問い合わせフォームを、よりわかりやすく改修しました。

2020年度の人権に関する主な取り組み
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Environment
気候変動や環境問題は事業だけでなく、人類の存続にも
影響を及ぼすことが懸念されています。​
YOKOGAWAは、地球環境保全に主体的に取り組んでい
ます。​
本章では、環境保全に関する取り組みを紹介します。​

環境

CONTENTS

環境活動実績40
40　環境活動データ
40　環境会計

41　�温室効果ガス（GHG）削減
41　�2040年度のカーボンニュートラルを

目指す
41　�2020年度実績
42　�廃棄物削減
42　�化学物質削減
42　�水資源保全
43　�水リスクへの対応
43　�生物多様性保全

事業所での環境の取り組み41環境マネジメント38
38　���環境方針
38　推進体制
38　環境マネジメントシステム
39　環境配慮設計
39　LCA ラベル

Our Stories
重点課題への取り組み
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環境方針
企業理念「YOKOGAWAは計測と制御と情報により 持続可能な社会の実現に貢献する」​に基づき、

持続可能な社会の実現に向けて環境保全活動を推進し、2050年に向けたThree goalsの達成に取り組
んでいきます。

 ��環境マネジメントシステムを確立し、役割・権限・責任を明確にして、環境保全活動を推進します。
 ��法規制などを遵守するとともに、必要に応じて自主基準を設け、汚染などの予防に努めます。
 ��気候変動、生物多様性、資源利用などの環境課題に取り組み、環境目標を定めて環境保全に取り組
みます。
（1）�企業活動のすべてにおいて省資源・リユース・リサイクル、省エネルギーおよび地球温暖化防

止に取り組み、環境に負荷を与える物質は可能な限り削減して環境汚染リスクを低減し、資源
循環型経営を推進します。

（2）�資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を評価し、環境負荷の少ない製品を創出し
ます。

（3）�計測、制御、情報の技術を通して、地球環境保全に貢献する、より付加価値の高いソリューショ
ン・サービスを社会に提供します。

（4）�地球環境保全活動へ参加するとともに社員の自主的な活動を支援し、良き企業市民として社
会との共生に努めます。

 ��組織で働くすべての人々に、環境
保全活動を進めるために必要な
教育・訓練を実施します。
 ��情報開示を行うとともに、組織で
働くすべての人々並びにお客様、
株主、地域社会、お取引先様など
との良好なコミュニケーション
を促進し、環境保全活動の深化と
共創を進めます。
 ��環境パフォーマンスの評価を行
い、定期的に監査を実施して、環境マネジメントシステムを継続的に向上させます。

推進体制
YOKOGAWAグループの環境

推進体制は、横河電機の環境担
当役員が統括し、グループの地
球環境保全活動、温暖化防止対
策を推進しています。

環境マネジメントシステム
YOKOGAWAグループは環境マネジメントシステムを展開し、環境汚染を防ぐための法令や協定な

どの遵守を徹底しています。また、省エネルギーや環境負荷の少ない代替技術への転換を図るなど、
環境負荷低減に取り組んでいます。
主要な事業所、製造拠点については、ISO14001の認証を取得し、環境マネジメントシステムの向上

に取り組んでいます。

内部監査
　ISO14001の環境内部監査を年1回以上実施しています。

定期審査
　各ISO14001認証取得会社において、年1回、認証機関の定期審査（更新審査もしくはサーベイラン
ス）を受審し、ISO14001の認証登録を継続しています。

YOKOGAWAグループのISO14001認証取得状況
　国内および海外の主要な事業所、製造拠点を中心としてISO14001の認証を取得しています。

環境マネジメント

地球環境
持続可能な社会

環境ソリューション・
環境調和型製品の

提供

お客様
環境経営の推進
省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進

等資源循環型
社会の構築

YOKOGAWA
環境経営の推進
省資源・省エネルギー
環境汚染の予防

廃棄物削減とリユース・
リサイクルの推進

等

環境推進体制

横河電機 社長

横河電機 環境担当役員
環境管理部署

各本部・事業部長

環境推進責任者
横河電機

YOKOGAWAグループ各社

環境担当役員

社長

環境責任者

認証取得状況はwebサイトで紹介しています。
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環境配慮設計
YOKOGAWAでは、環境に配慮した製品づくりを推進するため、長期使用性や省エネルギーなどの

項目について設計基準やアセスメント基準を定めて製品開発に取り組んでいます。アセスメント基
準の中でも、「ライフサイクルアセスメント（LCA）基準」を用いてエネルギー使用量、CO2排出量、NOx
排出量、SOx排出量などの各項目について評価しています。評価した製品の一部には、LCAラベルを付
与し、LCA結果を開示しています。
（1） 製品設計における環境アセスメントの基準

�再資源化・処理の容易性、省資源化、省エネルギー、長期使用性、回収・運搬の容易性、安全性・環境
保全性、情報の開示、梱包の8つの分野においてアセスメント基準を定め、初期設計・中間設計・最
終設計の各審査時に評価します。

（2） LCAの基準
LCA基準とは、製品のライフサイクルにおける使用エネルギー、CO2排出量、NOx排出量、SOx排出
量などを事前評価するための基準で、初期設計・中間設計・最終設計の各審査時に評価します。

（3） 環境調和型製品設計の基準
製品の長寿命設計、省エネルギー設計、省資源設計、リサイクル・廃棄を考慮した設計、加工および
組み立てを考慮した設計、材料・部品の選択指針を規定しています。

（4）製品含有化学物質管理の基準​
設計段階で環境に配慮した部品、材料を選択するための基準として、化学物質の管理レベルを設
定しています。​

禁止物質 1 ：グローバルに共通な含有禁止物質​
禁止物質 2 ：国、地域による含有禁止物質​
禁止物質 3 ：使用用途別による含有禁止物質 ​
管理物質　：含有量を把握し通知などを行う物質
​（5） リサイクル製品設計の基準
廃棄物発生抑制（リデュース）とともに、使用済み製品の再使用（リユース）、再生使用（リサイク
ル）など3Rを促進する基準です。

（6） 省エネルギー設計の基準
製品使用、製造段階において省エネルギー設計で配慮すべき事項について規定しています。

LCAラベル
YOKOGAWAは、製品が環境に与える影響を最小限にすることを目指し、1999年から新たに開発す

るすべての製品の設計段階において、LCAを実施しています。LCAを開示する製品には、製品紹介の
webサイトや販売資料中に「LCAラベル」を掲示しています。これは、ISO14021で規定されている自己
宣言による環境ラベル（タイプⅡ）です。

LCAの考え方
YOKOGAWAは、JIS Q 14040「環境マネジメントーライフサイクルアセスメントー原則および枠組

み」を参考に、独自のLCA基準を設定しています。評価にあたっては従来製品を比較対象としていま
す。なお、新規に開発する製品と従来製品を同等の機能に換算して比較するため、従来製品のLCA結
果には「機能係数」を乗じています。また、今までに開発した製品のLCA評価結果から環境負荷の特徴
が明らかになっている場合は、環境負荷に著しく影響する項目に限って評価を実施している場合が
あります。

LCAラベル使用の条件
以下に示す条件をすべて満たした製品に、LCAラベルを掲示します。

1. YOKOGAWAの技術規格に基づいてLCAを実施していること
2. �LCAの結果を、規定のルールに従いYOKOGAWAのwebサイトで開示していること

LCAラベル掲示製品一覧はwebサイトで紹介しています。

環境マネジメント 

環境適合設計基準と環境アセスメント基準

環境アセスメント基準 ●製品設計における環境アセスメント
●ライフサイクルアセスメント

海外環境規制
対応基準

●WEEE指令
　マーキング
●中国電器電子製品
　有害物質使用制限
　管理弁法

設計基準

●環境調和型
　製品設計
●製品含有
　化学物質管理
●リサイクル
　製品設計
●省エネルギー
　設計

初期設計審査

製品設計
基本設計 技術試作 製造試作 初回生産

中間設計審査 最終設計審査
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環境活動データ
環境負荷の全体像
YOKOGAWAでは、一連の事業活動（製造・販売・サービス）に投

入したエネルギー・原材料の「インプット量」、そして大気・水域な
どに排出した物質と廃棄物の「アウトプット量」について、それぞ
れエコバランス（年間収支）を把握しています。エコバランスを分
析することにより、資源の有効利用、エネルギー効率の向上、循環
資源化率の向上などに役立てています。

法令遵守
2020年度についても環境に関わる法律、規制、協定等の遵守の

徹底に取り組み、重大な法令違反やそれに伴う罰金およびその他
制裁措置はありませんでした。

土壌・水質の保全
土壌汚染対策法が施行される以前から、独自の管理基準に基

づいて工場跡地の土壌・水質の調査を行い、対策を実施してい
ます。

啓発活動
YOKOGAWAグループ全社員を対象に、環境に対する意識の向

上を目的として、品質・環境・安全に関するeラーニングの実施に
加え、環境映画の上映会や講演会を開催しています。

エコバランス（年間収支）

負荷項目 2020年度

エネルギー

エネルギー合計 1,382TJ

電力 買電 120,588MWh
自家発電（太陽光） 113MWh

石油
軽油 343KL
ガソリン 1,889KL
灯油 10KL

ガス 都市ガス 2,022千Nm3

LPG 333t
熱 104GJ

水 水道水 311千m3

井戸水 177千m3

物質

紙 184t
ふっ化水素およびその水溶性塩 2t
塩化第二鉄 10t
キシレン 1t
ヒドラジン 2t

負荷項目 2020年度

大気

温室効果ガス 71,727t-CO2e

NOx 3.8t

SOx 0.2t

水域
工業排水 89千m3

生活排水 374千m3

廃棄物等
非有害

リサイクル 2,851t

焼却 481t

埋立 524t

有害 527t

IN
PUT 

投
入

O
U

TPUT 

排
出

環境会計
環境省「環境会計ガイドライン（2005年版）」に準拠した環境会

計で環境活動に関わるコストとその経済効果を定量的に把握し
ています。

環境保全コスト（2020年度） （単位：百万円）

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

分類 項目 主な取り組み 投資額 費用額

工場内コスト
（事業エリア内コスト）

公害防止コスト 監視測定 26.7 53.6
地球環境保全コスト 省エネルギー 284.5 645.9
資源循環コスト 廃棄物等の発生抑制、節水 0.0 108.2

調達・物流コスト（上・下流コスト） グリーン調達 0.0 72.8
EMS維持管理コスト（管理活動コスト） EMS更新、教育 0.0 145.6
社会活動コスト 環境イベント 0.0 41.5
原状回復コスト（環境損傷対応コスト） 土壌修復 40.0 1.4

計 351.2 1,069.0

環境保全効果

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

分類 効果の内容 2019年度 2020年度 増減

投入
総エネルギー投入量（TJ） 1,021 996 -25
水資源投入量（km3） 402 405 3

温暖化防止 CO2排出量（t） 51,493 49,541 -1,952
排出 廃棄物総発生量（t） 3,812 3,409 -403 

環境保全に伴う経済効果（2020年度）

集計範囲：ISO14001認証取得サイト（うち生産拠点）

セグメント 金額
リサイクルによる収入額（有価物売却など） 60.3
省エネルギー・省資源による費用削減（電力、水、紙など） 143.4

計 203.7

（単位：百万円）

環境活動実績
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温室効果ガス（GHG）削減​	  

地球温暖化対策は、全世界で取り組むべき重要な課題であり、YOKOGAWAもTCFDの提言を踏まえ
て気候変動戦略を策定し、気候変動リスクと機会を評価・管理するための指標の一つとしてGHG排出
量の削減を掲げています。 
YOKOGAWAは、再生可能・低炭素エネルギーに向けたインフラ設備へ当社製品やソリューション

を供給することで、10億トンのCO2排出抑制（2018～2030年度）に貢献するKPI指標を掲げ日々事業
を展開していますが、当社グループ自身が排出するGHGの削減もさらに強化していきます。 
まず、目標を2040年度までにカーボンニュートラルを目指すという野心的な設定に見直しまし

た。この目標の達成に向けて、再生可能エネルギー由来電力の採用や、所有しているガソリン車のEV/
FCV化などの取り組みを海外拠点も含めたグループ全体で計画・実行していきます。 
さらに、エネルギー削減に向けた設備導入を加速させるために、インターナルカーボンプライシン

グ（ICP）の設定と運用も今後検討していきます。 
また、サプライチェーンにおけるGHG排出量削減の取り組みも踏まえ、SBT認定の取得も予定して

おり、このグローバル目標にも沿って削減活動を促進していきます。 

2040年度のカーボンニュートラルを目指す
これまでGHG排出量の削減として、2030年度までに2013年度比で34%削減する目標を掲げ、毎年

計画を上回る削減を施してきました。 
この度、YOKOGAWAとしても全世界の重点課題である気候変動対策をさらに促進すべく、2040年

度までにカーボンニュートラルを目指すという野心的な目標を新たに掲げました。中間目標として
も2030年度までに2019年度比で50％削減する設定を行いました。この設定は、パリ協定が目指す気
温上昇を産業革命前より1.5℃に抑えるGHG排出削減水準も踏まえています。 

2020年度実績	 
YOKOGAWAグループによる2020年度のGHG排出量※は、COVID-19の影響もありましたがエネルギー使

用削減やGHG排出量の少ない設備への更新などの取り組みにより、前年度比で約8%の削減を達成できま
した。2030年度までに2013年度比で34%削減する目標に対しても、約30%の削減まで到達しています。 
また、サプライチェーンからの間接排出（Scope3）においても把握・算定を行っており、2020年度

は791,961トンと前年度比で約12%削減しています。 

事業所での環境の取り組み

※自社での燃料の使用や工業プロセスによる直接排出（Scope1）と、自社が購入した電気・熱の使用に伴うエネルギー起源の間接排出（Scope2） 

2030年度 温室効果ガス排出量削減目標と実績

����年度
新規目標

����年度
従来目標

����年度����年度����年度 ����年度
新規目標

��%削減 

��%削減
��,���

��,���

���,���

��,���
��,���

��,�����,�����,���

��,�����,���
��,��� ���%削減 

■ Scope１実績　■ Scope２実績　■ 目標
（単位：t-CO�e）

（単位：t-CO�e）

資本財　
��,���

Scope１または２に
含まれない燃料および
エネルギー関連活動
��,���

輸送と配送
��,���

事業で発生する廃棄物
�,���出張　�,���

従業員の通勤
�,���

����年度
総排出量
���,���

販売した製品の廃棄
�,���

販売した製品の使用
���,���

購入した商品とサービス
���,���

サプライチェーン温室効果ガス排出量（Scope3）

事業所とサプライチェーンのGHG削減カーボンニュートラルの達成貢献分野

貢献する
SDGs

注力領域

指標 温室効果ガス排出量（Scope1,2）（基準年2019年度）
（2020年度実績）8％削減／（2023年度目標）10％削減
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事業所での環境の取り組み

廃棄物削減
YOKOGAWAグループは、生産工場やオフィスで、また製品の梱包などの際に、リデュース・リユー

ス・リサイクルに努め、廃棄物削減に取り組んでいます。

化学物質削減
YOKOGAWAグループは、地球環境や人体に有害な化学物質を徹底管理しているほか、代替プロセ

スを開発・導入し、化学物質の使用量や廃棄量の削減に努めています。また、欧州の電気･電子製品に
含有する化学物質を規制したRoHS指令や化学物質の登録･評価･認可･制限をするREACH規則に対
応するため、これらの化学物質を削減および適切に管理するための取り組みを進めています。

PRTR対象物質
PRTR制度※の届出対象物質（取扱量1,000kg/年以上）は下記表の取扱量となりました。

����年度����年度 ����年度����年度 ����年度

（単位：t）

�,��� �,���
�,��� �,���

�,���

リサイクルセンターでのごみ分別

PRTRデータ（2020年度）

工場名 発生物資 取扱量
（kg）

排出量（kg） 移動量（kg）
大気 公共水域 土壌 埋立 下水道 事業所外

横河マニュファクチャリング
駒ケ根事業所

ふっ化水素および
その水溶性塩 1,611 3.4 110 0 0 0 0.1

ヒドラジン 2,074 0 0 0 0 0 0
キシレン 1,334 960 0 0 0 0 380
塩化第二鉄 5,868 0 0 0 0 0 0

横河マニュファクチャリング
甲府事業所 塩化第二鉄 3,770 0 0 0 0 0 0

※�PRTR制度：Pollutant Release and Transfer Register （環境汚染物質排出・移動登録制度）。有害性のある化学物質の環境への排出量などの情報を公
開することにより社会全体で化学物質の管理を行う制度

水資源投入量

����年度����年度 ����年度����年度 ����年度

（単位：千㎥ ）

��� ���
���

��� ���

純水製造装置の原水変更による廃液や化学物質の削減​

金めっきの加工工程に必要な表面処理ラインでは、純度の高い純水が必要です。横河マニュファクチ
ャリングの甲府事業所では、これまで純水製造装置の原水には井戸水を使用していましたが、2020年に
ラインで使用した水を処理した再生水に変更しました。​
井戸水（導電率160μS/cm）より純度が高い再生水（導電率20μS/cm以下）を使用することで、純水製造

に必要なイオン交換の負荷を低減して、イオン交換樹脂の再生回数を減らし廃液量も削減しました。​
また、廃液処理工程においても、定量投入していた処理薬品（塩化第二鉄使用量）を廃液量に応じて投

入する方式に変更することで、使用する薬品の量を削減しました。​

改善効果
・取水した井戸水の量　30㎥/月削減​
・純水製造装置再生回数　12回/月を2回/月に削減​
・廃液量　36㎥/月を6㎥/月に削減​
・塩化第二鉄使用量　410㎏/月を315㎏/月に削減​

水資源保全
水資源への取り組みとして、生産工程の改善による水使用量の削減や、オフィスで使用する水道水

の節水システムを導入するなど、水使用量削減に取り組んでいます。

廃棄物総発生量
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水リスクへの対応
水資源の確保が深刻な課題になっている地域では、水使用量のモニタリングや、代替水資源の確保

などの施策により、水資源に関する取り組みを強化しています。

Yokogawa Electric Asia, Yokogawa Engineering Asia,​
Yokogawa Electric International （シンガポール）​
　従来、シンガポールは、国として水の自給に取り組んできていますが、​水の総需要は、今後さらに増
加すると予想されています。​
　YOKOGAWAのシンガポール拠点においては、次のような取り組みにより、水資源の維持や代替水
資源の活用をしています。​
 �� シンガポール公共事業庁（Public Utilities Board）のガイドラインを遵守し、水の過剰な使用を予防
 �� 空調システムに再生水 “NEWater” を使用
 �� 洗面台や水道設備に、節水装置を取り付け
 �� 水の漏出を早期発見するために、水消費量の定期点検を実施

Yokogawa Middle East & Africa（バーレーン）
中東諸国では水不足が大きな問題であり、次のような取り組みを行っています。
 �� 社員一人あたり年間水使用量削減の目標値を設定し、進捗を管理
 �� �飲用以外は、一般の水道水を使用
 �� 水の保全や汚濁防止など、水に関する規制を遵守
 �� 水の保護に関する意識を社員間で共有
 �� �HSE（Health、 Safety、Environment）巡視の際に水漏れもすべての施設で点検し、異常が発見され
た場合は迅速な是正措置と再発防止措置を実施

生物多様性保全
YOKOGAWAはグループ環境方針で生物多様性の課題に取り組むことを定め、また、愛知目標※を踏

まえて生物多様性の保全活動を推進しています。

生物多様性保全の取り組み方針
生物多様性は社会の持続可能性の基盤です。YOKOGAWAはステークホルダーの皆様とともに、地

域の特性に配慮して生物多様性保全の取り組みを推進します。あらゆる事業活動に伴う負の影響を
低減し、生物多様性の改善に取り組むとともに、地域社会のより良い環境づくりに貢献します。

生物多様性保全の行動指針
 �� � �地域と連携し、地域の価値を向上
�行政やNPOと連携した取り組みを通じて、地域の価値を再認識するとともに、地域の価値を向上
させる
 �� � �社員に教育機会を提供し、啓発を図る
生物多様性に関する社員向けのセミナーやイベントなどを通じて、社員への啓発を図る
 �� � �事業所における生物多様性保全に配慮
事業所内の緑地管理など生態系に配慮し事業所を運営する

事業所での環境の取り組み

欧州における生物多様性保全活動

Yokogawa Europeでは、オランダとルーマニアにおいて2020年9月19日に行われたWorld Cleanup 
Dayに参加しました。この取り組みは、1年に1回、地球を一斉にきれいにするという活動です。180か国
2,000万人以上の人が参加しています。 
特に2020年は、COVID-19感染防止のガイドラインに従い十分に注意しながら、社員とその家族が会社

や自宅周辺のゴミを拾いました。街中のゴミは放置すると海に流れ出てしまいます。海洋ゴミを減らす
ための清掃活動は海の生き物を守ることにつながります。

※�2010年にCOP10（生物多様性条約第10回締約国会議）において策定された、2020年までに国際社会が生物多様性の分野で達成すべき個別目標

事業所における環境保全ライフサイクル最適と環境保全貢献分野

貢献する
SDGs

注力領域

指標 事業所の取水量（基準年2019年度）
（2020年度実績）5％削減／（2023年度目標）4％削減
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Governance
YOKOGAWAは企業理念に基づいた経営を行い、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指しています。
本章では、企業活動のベースとなるガバナンスやリスクマネジメントの体制、コンプライアンス、人権尊重の取り組みについて紹介します。

ガバナンス

リスクマネジメント47
47　���リスク管理体制
47　リスク評価とリスク管理の推進
48　情報のエスカレーションと危機管理体制
48　事業継続管理（BCM）活動
48　海外で働く社員を危機から守るために

行動規範とコンプライアンス53
53　YOKOGAWAグループ行動規範
53　�YOKOGAWAグループコンプライアンスガイドライン
53　国際規範の尊重
54　コンプライアンス推進体制
55　腐敗防止の取り組み
55　反競争的行為防止の取り組み
55　インサイダー取引防止の徹底
55　税務コンプライアンスの取り組み
56　反社会的勢力排除の取り組み
56　啓発活動の実施
56　社員のコンプライアンス意識の確認
56　通報・相談窓口の運用

気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）49
49　���YOKOGAWAを取り巻く環境
49　���TCFD提言に沿った気候変動戦略の策定と

情報開示
49　���気候関連財務情報

CONTENTS

サステナビリティガバナンス
45　���サステナビリティを推進する

コーポレートガバナンス
46　サステナビリティマネジメント
46　サステナビリティ推進タスクフォース

60　�情報セキュリティ推進体制
60　�人：情報セキュリティ教育の実施
60　�物：わかりやすく、安心に（構内セキュリティ）
60　�IT:見えないところで守っていく
60　�顧客プライバシー保護
61　�製品・サービスに関するセキュリティマネジメント
61　�主な取り組み

情報セキュリティ60

品質保証
62　品質保証の基本方針
62　お客様満足と品質
62　品質保証の活動

62

45

57　�統制とコミュニケーションを強化し、�
サプライチェーンにおけるサステナビリティを推進

57　サステナブル調達活動
58　グリーン調達の推進

58　お取引先様とのパートナーシップの強化
58　コンプライアンス調達の強化
59　下請法の遵守
59　調達BCPの実行
59　紛争鉱物問題に関する取り組み

サプライチェーンマネジメント57

Our Stories
重点課題への取り組み

Introduction
イントロダクション

Our Goals
私たちが目指すもの

Human Resources
人財

Environment
環境

Governance
ガバナンス

Information
データ・企業概要



45YOKOGAWAサステナビリティレポート2021

サステナビリティガバナンス 

サステナビリティを推進するコーポレートガバナンス 
コーポレートガバナンスの基本方針 
 YOKOGAWAは、 Yokogawa’s Purposeや企業理念をサステナビリティの取り組みに関する基本的な

方針とし、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に努めています。企業価値の最大化を実現
するため、コーポレートガバナンスの継続的な充実に取り組む基本方針として「YOKOGAWAコーポレー
トガバナンス・ガイドライン」を制定し、ウェブサイトで開示しています。2021年6月に施行された改訂
コーポレートガバナンス・コードを受けて、コーポレートガバナンスの取り組みを今後さらに強化してい
きます。​

取締役会
取締役会は、原則月に1度開催され、経営に関する意思決定機関として、持続的成長と中長期的な企

業価値の向上を目指しています。その実現に向け、収益力および資本効率の改善を図り、企業戦略など
の大きな方向性を示しています。また、取締役および執行役員を含む経営陣による業務執行の監視・監
督を行うとともに、取締役の職務執行に関する規定を整備し、業務執行に関する監督責任を負う体制
を確立しています。 

取締役会でのサステナビリティに関する主な議題​
 �� 長期経営構想の見直しおよび中期経営計画策定と関連するサステナビリティ戦略 
 ��  TCFDを踏まえたサステナビリティ情報開示 
 ��  YOKOGAWAグループ重点管理リスク 
 ��  人権課題への取り組み 

経営会議 
経営会議は、意思決定の迅速化を図るため、業務執行に関わる意思決定を取締役会から権限委譲さ

れています。​経営会議は、原則月に1度開催され、経営会議の決議事項などは、取締役会に報告すること
となっています。 

YOKOGAWAはサステナビリティを重要な経営課題の一つととらえ、ガバナンスの充実に継続的に取り組んでいます。また、中期経営計画「AG2023」に沿って、社会や環境にさらなる貢献を
しながら持続的な成長を実現し、すべてのステークホルダーからの信頼を獲得することを目指して、サステナビリティ指標、重点管理リスクについてモニタリングを行っています。 

監査役会 
監査役会は、原則月に1度開催され、持続的成長と会社の健全性を確保するため、独立した客観的な

立場において適切な判断、意見表明を行います。また、監査役会は、法令および「監査役監査基準」「監査
役会規則」に基づき、監査に関する重要な事項について各監査役から報告を受け、協議を行い、必要に
応じて決議します。 

リスク管理委員会 
リスク管理委員会は、重点的に管理すべき重大なリスクを選定するとともに、そのモニタリング方

法を決定し、取締役会に報告しています。グループの各組織は、リスクを洗い出し、評価するとともに対
応策を立案・実行しています。内部監査担当部署は、グループのリスク管理プロセスの有効性を評価
し、重要な事項は取締役会および監査役に報告しています。 

4月－9月 10月－3月

ステークホルダー

監視・監督
（取締役会）

業務執行
（経営会議）   

ESG評価回答

ESG
リスク報告

サステナビリティ
活動報告

ESG評価フィードバック

ESGリスク評価

内部統制評価

ステークホルダーとのコミュニケーション

内部統制システムの運用

中期経営計画マネジメント

サステナビリティマネジメントサイクル 

サステナビリティ指標と施策のレビュー サステナビリティ指標と施策のレビュー
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内部統制システム 
企業価値を高めるために人財・資産・予算といった経営資源を適切に配置し、それらを機能的に動か

し、業務の適正を確保するために内部統制システムを構築しています。 
YOKOGAWAグループの最上位規定である「Group Management Standards（GMS）」を定め、各業務

プロセスの役割および責任を明確にして内部統制システムの実現を図り、「経営効率の向上」、「不祥事
の防止」の両面をコントロールしています。「企業倫理システム」、「意思決定システム」、「業務マネジメ
ントシステム」、「危機管理システム」および「監査役監査の環境整備」からなる展開システムごとに責
任部署を定め、グループを横断する規程を定めています。内部統制システムの責任者は、システムの監
査機能を有し、グループ各社のシステムが実効性・効率性・財務報告の健全性を確保（維持改善）するよ
う活動します。 
重要な事項については、取締役会および監査役に報告しています。内部統制システムの実施にあた

っては、結果指標、行動指標を明確にし、指標の達成状況の評価に合わせてPDCAサイクルを回してい
ます。内部統制システムの有効性に関する内部監査は、「グループ内部監査規程」に基づき、内部監査担
当部署が実施しています。これらの活動により、業務の適正を確保し、グループ全体の企業価値の向上
を目指しています。 

サステナビリティガバナンス 

サステナビリティマネジメント 
サステナビリティマネジメントは、中期経営計画やリスク管理、内部統制システムなどの全社マネ

ジメントサイクルの一環として行われます。社会・環境への貢献と企業価値向上の観点からサステナ
ビリティの重点課題を特定し、それらに対応するための​サステナビリティ指標を設定してマネジメン
トサイクルを定義し、取締役会が監視・監督を行っています。取締役会に対しては、重要案件や各マネ
ジメントの実施報告の一部として非財務項目についての報告が行われるとともに、定期的にサステナ
ビリティ活動の状況が報告されます。取締役会は、社会情勢の変化、サステナビリティ指標の進捗状
況、ESG評価機関などステークホルダーからのフィードバック、ESGリスク評価結果などに基づき、社
外からの独立した視点も交えながら、サステナビリティの取り組みの監視・監督を行っています。 

サステナビリティ推進タスクフォース​
サステナビリティの取り組みをグループ社員に浸透させる取り組みとして、2020年度にグループ組

織横断のタスクフォースを設置しました。世界各国の拠点から公募で集まった意欲のあるメンバーが、
SDGsの理念の要素である「People」「Planet」「Prosperity」「Partnership」などをテーマに、さまざまな
視点で課題を提起し、目指すべき目標を提案しました。この活動の成果は、中期経営計画AG2023のサス
テナビリティ目標に反映されました。​
2021年度はこの活動を発展させ、より多くのグループ社員を巻き込む施策を展開していきます。​

People​
あらゆる形態の貧困と飢餓に

終止符を打ち、
尊厳と平等を確保する

Prosperity
自然と調和した、

豊かで充実した生活を
確保する

Planet
将来の世代のために、

地球の天然資源と
気候を守る

Partnership​
確かなグローバル・

パートナーシップを通じ、
アジェンダを実施する

Sustainable Development​People 
Team

Prosperity 
& circularity 

Team​

Planet 
Team

Transparency & 
communication 

Team

ステークホルダー

報酬諮問委員会

危機管理委員会

リスク管理委員会

エンゲージメント 情報開示

本社／
事業部・関係会社

指名諮問委員会

社長

経営会議
内部監査担当部署

監査役

監査役会

取締役

取締役会

株主総会

選任・解任　　　選定・解職　　　指示・命令・監督　　　監査／監督　　　連携・報告・諮問

サステナビリティガバナンス体制 
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リスクマネジメント 
YOKOGAWAグループは、各組織において企業価値に影響を与える不確実性をコントロールするためのリスク管理体制、業務の適正を確保するための内部統制システム、および経営に
重大な影響を及ぼす事象が発生した場合、速やかに対応するための危機管理体制を整えています。

リスク管理体制
外部環境、戦略、品質、環境、危機管理、企業倫理などのグループの企業価値に影響を与える不確実性

をリスクと定義し、「YOKOGAWAグループの企業価値を維持・増大していくために、事業に関連する内
外のさまざまな不確実性を統合的に管理する」ことを基本方針に、事業機会とコンプライアンス・危機
事象の観点から分類・管理しています。
また、リスクの洗い出し、評価、優先順位付け、対応策・目標の設定と実行、対応策の有効性の確認と

改善を行うとともに、グループにおける効果的なリスク管理を実現するため、リスク管理の統括責任を
もつ代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置しています。

リスク評価とリスク管理の推進
グループの各組織は、自律的なリスク管理活動の一環としてリスクを洗い出し、評価するとともに、

対応策と目標を設定し、対応策を実行しています。また、各組織にリスク管理責任者を設置し、グルー
プのリスク管理のためのネットワークを確立しています。リスク管理委員会は、リスク評価に基づき、
グループとして重点的に管理すべきである重点管理リスクを選定し、モニタリング方法を決定すると

不確実性

企業価値

事業機会

・外部環境リスク
・戦略リスク
・財務・税務リスク

コンプライアンス・危機事象

・オペレーションリスク
  （内部統制リスク）

・ハザードリスク

企業価値の維持向上のため、不確実性を総合的に管理

ともに、定期的に対応策や目標、活動の進捗を確認し、取締役会に報告しています。
リスクの評価においては、気候変動を含めた外部環境や戦略などの「事業機会のリスク」と、品質、環

境、安全衛生、情報セキュリティ、危機管理、企業倫理（横領、粉飾、データ改ざん、贈収賄、ハラスメン
ト）などの「コンプライアンス・危機事象のリスク」の重大度を、影響度および発生可能性の面から評価
しています。影響度を評価する際は、財務的・人的側面のほか、人権に関するリスクや気候変動への対
応など、社会・環境面での影響も考慮しています。また、ボトムアップの観点だけでなく、経営環境の変
化などを含むトップダウンの観点からも網羅的に評価しています。

リスク管理の基本方針

リスク管理体制

Plan

Act

Do

Check

グループ各社

重点管理リスク選定・モニター決定
リスク管理委員会

内部統制の有効性評価

方針決定
経営会議

監督
取締役会

個別
リスク

管理

全社
リスク

管理
管理プロセスの有効性評価

内部監査担当部署
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情報のエスカレーションと危機管理体制
YOKOGAWAグループは、経営に深刻な影響を及ぼす恐れがあり、また社員の生命が危ぶまれる重

大災害、事故、事件などが発生した場合に、被害を最小限にとどめるためには迅速な初動対応と経
営トップへの報告が重要と考えています。そのため、「YOKOGAWAグループ重大災害、事故、事件など
の報告に関するガイドライン」で、報告すべきこと、報告ルート、報告手段などの詳細を定めており、
グループ全社員に周知徹底しています。このガイドラインを定期的に見直し、情報のエスカレーショ
ンの強化を図っています。また、危機が発生した際には、人的な安全を確保し、経済的な損失を最小限
に抑え、企業の社会的責任を果たすため、代表取締役社長を委員長とした危機管理委員会を設置して
います。

事業継続管理活動
YOKOGAWAの事業は、電気・ガス・上下水道などの社会インフラに深く関わっています。地震や風

水害などの自然災害や事故などの人為的災害の発生時にも事業活動を継続し、社会インフラの維持
や復旧にできる限り迅速に対応・貢献することを目的として、事業継続計画（BCP： Business 
Continuity Plan）を策定しています。 
大規模地震や感染症の流行などグループ経営に重大な影響をもたらすリスクを想定した対応計

画や行動ガイドラインを作成し、グループ各社と連携しながら内容の拡充に取り組んでいます。さ
らに、策定したBCPの有効性、実効性を高めるために、経営層をはじめ危機管理組織のメンバーによ
る訓練を定期的に実施して課題を抽出し、BCPの継続的な改善を図る事業継続管理活動を進めてい
ます。また、社員の安否を迅速に確認するためのシステムを導入し、訓練を定期的に行って習熟度を
高め、有事に備えています。これらの活動は、2021年2月に発生した福島県沖地震などの際、迅速な
初動対応に生かされました。今後もBCPの内容を継続して見直し、事業継続を脅かすリスクへの対
応をしていきます。

 海外で働く社員を危機から守るために
昨今、世界各地で一般犯罪やテロ・暴動の発生、渡航者に対する犯罪による被害などがみられ、海外

赴任・出張に際しては、一層の事前準備と適切な安全対策が求められています。グローバルで活躍する
社員を危機（テロ・暴動・一般犯罪など）から守るため、アラート情報を配信しています。また、海外赴任・
出張時に自分の身の安全を確保するためセミナーや教育を行っています。今後も社員の安全を守るた
めに、さまざまな施策の検討・改善を進めていきます。 

テロ・一般犯罪から身を守るための訓練
YOKOGAWAでは、外部のセキュリティ専門家を講師に招き、テロ・暴動、一般犯罪などに遭遇した

場合に被害を最小にするための具体的な対処方法など自己防衛に関するセミナーとして、英語と日
本語による講義およびデモンストレーション、受講者参加型の実演型訓練を実施しています。 

リスクマネジメント

訓練の様子（2019年度）
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気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

YOKOGAWAを取り巻く環境
YOKOGAWAは、世界の温室効果ガス（GHG）排出量に大きな影響を与える、エネルギー、化学をはじ

めとする製造業をお客様として事業をしており、気候変動はリスク・機会の両面から事業活動に大きな
影響を与えます。YOKOGAWAの売上の多くを占めているエネルギー関連企業のお客様は、再生可能エ
ネルギー企業へのシフトをさらに加速しており、低炭素向け投資も拡大しています。こういった市場の
変化を踏まえ、長期経営構想を見直し、中期経営計画「AG2023」を策定しました。​
長期経営構想においては、10年後におけるお客様への提供価値のため、System of Systems（SoS）に

着目し、IA2IAとSmart Manufacturingの取り組みを進めています。IA2IAでは、プラントのオペレー
ションを自動化から自律化へと進化させ、Smart Manufacturingでは、生産現場からサプライチェーン
へとスコープを広げ、バリューチェーンを通じたシステムのつながりを広げていくことで、革新的に生
産性を向上させていきます。​
また、事業環境の変化を踏まえて、YOKOGAWAはこれまでの製品・機能別の組織体制から「業種」を

軸とした組織体制に再編し、制御事業を「エネルギー＆サステナビリティ」、「マテリアル」、「ライフ」の3
つの業種別セグメントに区分しました。「エネルギー＆サステナビリティ」では、風力発電向けの計測器
をはじめとする再生可能エネルギー向けの事業が拡大しています。今後、蓄電池や水素などのエネル
ギーストレージの活用を含む複雑なサプライチェーンにおいては、安定的・効率的にエネルギーを供給
するニーズが高まると予測しており、エネルギーマネジメントの事業にも注力します。「マテリアル」
は、これまで培ってきた高機能化学分野での経験を基に、バイオケミカル産業やプラスチックなどのリ
サイクル事業の効率化を支援し、またバイオマス原料の普及によるCO2削減に取り組んでいきます。​
「ライフ」は、昨年度（2020年度）は医薬・食品の生産ソリューションで過去最高の売上高となりまし
たが、今後、気候変動の影響を受ける医薬、食品、水の領域でさらに事業を拡大していきます。​
AG2023では、前回の中期経営計画TF2020で設定したサステナビリティ中期目標を拡大し、3つの業種

別セグメントにおける事業の注力分野でSDGsへの貢献を拡大するためのサステナビリティ目標を新た
に設定しました。気候変動の課題に関しても複数の目標を設定しており、重点的に取り組んでいきます。​

TCFD提言に沿った気候変動戦略の策定と情報開示
気候変動の課題に積極的に向き合い将来に備えていくという意思のもと、金融安定理事会（FSB）が

気候変動に関する財務情報の開示を推進するために設立した「気候関連財務情報開示タスクフォース

TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）」による提言の支持を表明しました（2019
年2月）。
TCFDの提言を踏まえ、YOKOGAWAは気候変動に関するリスク分析と財務インパクトの評価を次の

表のように進め、経営戦略に反映させ、情報開示を進めています。

気候関連財務情報

取締役会の役割
取締役会は気候変動への対応の基本方針と、リスクと機会の管理体制の整備に関する基本方針を定

め、その体制が有効に運用されていること、および、サステナビリティ目標の設定とその推進状況を監
視・監督しています。また、事業戦略や計画を議論する際に気候関連の影響を考慮しています。

経営の役割
経営陣は、経営会議を意思決定の最高機関として、事業戦略や計画の立案に際し、リスクと機会の両

面から気候変動の影響を考慮しています。気候変動に関する目標を含む、中期経営計画とリンクしたサ
ステナビリティ目標に取り組むとともに、進捗状況を定期的に取締役会に報告しています。
気候変動のリスクを含むグループ全体のリスクに関して、リスク管理委員会を設置し、グループと

して重点的に管理すべき重点管理リスクを選定し、管理状況をモニタリングして取締役会に報告して
います。代表取締役社長は、リスク管理委員長としてリスク管理の統括責任を負っています。

ガバナンス　気候変動のリスクと機会に関するガバナンス
推奨開示事項：a）取締役会による監視体制

b）経営の役割

2019年度 TCFD提言に沿った気候関連情報の整理
2020年度 気候変動による中長期リスクと機会の戦略への組み込み
2021年度 経営戦略の実行、財務インパクト評価への取り組みを開始
2022年度 取締役会での気候変動ガバナンス拡大

TCFD提言に沿った気候変動戦略の策定と情報開示​

 リスクマネジメント P.47 サステナビリティガバナンス P.45
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戦略の概要
YOKOGAWAは、エネルギーや化学など、GHG排出量に大きな影響を与える製造業をお客様として事

業を行っており、安定した操業や省エネルギーを実現し、経営全体の効率を高めるソリューションで、
お客様のGHG排出量削減に貢献しています。​

中長期的な事業環境変化​
気候変動に関するおよそ10年後の事業環境の変化を、政治、経済、社会、技術の観点でそれぞれ分析

しました。政治の観点では、気候変動対応に向けた法規制強化や、人口増に伴うエネルギー不足に起因
する地政学リスクの高まりが想定されます。経済の観点では、再生可能エネルギーの普及を前提とし
たエネルギーの多様化に加え、食料、水不足や資源の枯渇が想定されます。社会の観点では、温暖化の
進行や経済成長に伴う消費拡大による環境汚染の深刻化が想定されます。また、技術の観点では、AIや
IoTなどのデジタル技術が社会構造を大きく変化させ、資源循環に貢献するバイオマス素材が普及す
ると想定されます。これらの環境変化を背景に、当社のお客様は、再生可能エネルギーを含む低炭素ビ
ジネスやバイオ等の低環境負荷素材を生み出す企業への転換を進めており、そういったビジネスや企
業への投資も拡大しています。​

長期経営構想・中期経営計画​
劇的な事業環境変化の加速を踏まえ、長期経営構想では気候変動への対応などの社会共通価値の提

供を通じて成長を目指すこととし、 AG2023では再生可能エネルギー関連の市場の成長や気候変動の
課題を踏まえたお客様の事業戦略の転換を大きなビジネス機会と位置付け、ビジネスの拡大に向け取
り組みます。具体的には、中長期的な6つの貢献分野を設定し、それぞれの貢献分野について、注力領域
とサステナビリティ目標（2030年度・2023年度）を設定しました。貢献分野の1つである「カーボンニ
ュートラルの達成」では、GHG排出の抑制と安価で信頼できる持続可能なエネルギーへの転換の実現
に向け、再生可能エネルギーインフラ支援、蓄電池製造支援や当社事業所とサプライチェーンのGHG
削減等を注力領域と定めています。また、「企業や社会の効率化」のスマートマニュファクチャリング事

気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

業や、「資源循環型エコシステムの創造」を目指す新しいビジネスの支援など、GHG削減に貢献するお
客様の効率化や新規事業も注力領域としています。​
サステナビリティ目標の達成に向け、主力事業である制御事業では、「エネルギー＆サステナビリティ」

「マテリアル」および「ライフ」の3つのセグメントで事業を展開していきます。脱炭素社会に向けたビジ
ネスにスポットを当てた「エネルギー＆サステナビリティ」では、従来型エネルギーに加え、風力、太陽
光、地熱等の再生可能エネルギーについて、当社の強みやベストプラクティスを活用しながら、サプラ
イチェーン全体を視野にビジネスを展開します。特に再生可能エネルギー向けビジネスは、M&Aやア
ライアンスを含めて、2023年度には2020年度の2～3倍の規模を目指します。「マテリアル」では、地球環
境と共存可能な新しい循環型社会への貢献、「ライフ」では、気候変動による被害の増大（物理リスク）
への適応として、人々の命と健康を守る医療、誰もが安心して口にできる安全な水と食品の供給に貢
献することをビジネスのあるべき姿としました。​

気候シナリオに対する戦略のレジリエンス​
長期経営構想およびAG2023の策定に際しては、社内で設定した1.5℃シナリオと4℃シナリオにお

いて、リスクと機会の評価や対応策の立案を行いました。1.5℃シナリオにおいては、各国の脱炭素政策
の強化等によるエネルギートランジションの加速に伴い、化石燃料ビジネスの縮小を見込むものの、
再生可能エネルギーや省エネルギービジネス等のニーズの高まりを想定しています。また、4℃シナリ
オにおいては、洪水などの自然災害増加に伴う事業所およびサプライチェーンへの被害、異常気象に
伴う農作物の収穫量低下や疾病の増加といった物理リスクの増大に起因する、防災ソリューションや
医薬品・食品生産関連ビジネスの拡大を想定しています。これらのリスクと機会を踏まえた対応策を事
業戦略に組み込みました。​

分類​ 気候変動に関連するリスク・機会​ 対応の方向性​

気候変動により起こる
被害（物理リスク）​

洪水などの自然災害の増加による事業
所への被害やサプライチェーンの混乱​

リスク管理体制を構築し、グループ経営に重大な影響をもたらすリス
クを想定した対応計画を策定​

気候変動により起きる
変化（移行リスク）​

気候変動への取り組みに対する社会の
要求増大によりお客様の戦略が変化​

System of Systems（SoS）に着目し、IA2IAとSmart Manufacturing
の取り組みを進め、お客様の生産性を革新的に向上させていく​

気候変動関連ビジネ
スチャンス（機会）​

エネルギートランジションなどの社会課
題解決に向けたニーズの高まり​

再生可能エネルギーのインフラ構築や開発支援、蓄電池の製造に使
用されるシステムの提供、エネルギー最適管理ソリューションの提供​

戦略　気候変動のリスクと機会がもたらす事業、戦略、財務計画への影響
推奨開示事項：a）中長期リスク

b）事業、戦略、財務計画への影響
c）気候シナリオに対する戦略のレジリエンス

 サステナビリティ目標 P.10
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リスク管理体制​
外部環境、戦略、品質、環境、危機管理、企業倫理などのグループの企業価値に影響を与える不確実性

をリスクと定義し、「YOKOGAWAグループの企業価値を維持・増大していくために、事業に関連する内
外のさまざまな不確実性を統合的に管理する」ことを基本方針に、事業機会とコンプライアンス・危機
事象の観点から分類・管理しています。​
また、リスクの洗い出し、評価、優先順位付け、対応策・目標の設定と実行、対応策の有効性の確認と

改善を行うとともに、グループにおける効果的なリスク管理を実現するため、リスク管理の統括責任を
もつ代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置しています。​

リスク評価とリスク管理の推進​
グループの各組織は、自律的なリスク管理活動の一環としてリスクを洗い出し、評価するとともに、

対応策と目標を設定し、対応策を実行しています。また、各組織にリスク管理責任者を設置し、グルー
プのリスク管理のためのネットワークを確立しています。リスク管理委員会は、リスク評価に基づき、
グループとして重点的に管理すべきである重点管理リスクを選定し、モニタリング方法を決定すると
ともに、定期的に対応策や目標、活動の進捗を確認し、取締役会に報告しています。​
リスクの評価においては、気候変動を含めた外部環境や戦略などの「事業機会のリスク」と、品質、環

境、安全衛生、情報セキュリティ、危機管理、企業倫理（横領、粉飾、データ改ざん、贈収賄、ハラスメン
ト）などの「コンプライアンス・危機事象のリスク」の重大度を、影響度および発生可能性の面から評価
しています。影響度を評価する際は、財務的・人的側面のほか、人権に関するリスクや気候変動への対
応など、社会・環境面での影響も考慮しています。また、ボトムアップの観点だけでなく、経営環境の変
化などを含むトップダウンの観点からも網羅的に評価しています。​

気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

また、経営に重大な影響を及ぼすおそれがある事実、事件、災害、事故などの危機事象に対応するた
め、代表取締役社長を委員長とする危機管理委員会を設置しています。危機事象が発生した場合には、
情報収集と危機に迅速、適切に対応する指示を行い、人的な安全を確保し、経済的な損失を最小限に抑
えるとともに、企業の社会的責任を果たします。​
内部監査担当部署は、グループのリスク管理プロセスの有効性を評価し、重要な事項は取締役会お

よび監査役に報告します。​

重点管理リスク​
2020年度は、気候変動への対応を含む「SDGsによる市場要求の急激な変化のリスク」をグループの

重点管理リスクの一つに選定し、管理しました。2021年度も引き続き同リスクを重点管理リスクに選
定しています。​

リスク管理　気候変動リスクに対する識別、評価、管理の状況
推奨開示事項：a）識別・評価プロセス

b）リスク管理プロセス
c）全体のリスク管理への統合の状況

 リスクマネジメント P.47

リスクの抽出 優先順位付け 対策の実施対応策・目標の
設定

リスクと機会の両
面から単年度およ
び中長期の気候変
動に伴う不確実性
を抽出

財務的・人的側面
と気候変動 影響を
考慮し優先順位を
設定

優先度に応じ、対策
や目標を立案し、事
業計画に織り込み

計画に沿った対策
の実施と有効性の
確認・改善       
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気候変動リスクと機会（TCFDへの対応）

指標と目標　気候変動のリスクと機会を評価・管理するための指標と目標
推奨開示事項：a）評価するための指標

b）GHG排出量と関連するリスク
c）目標と実績

指標と目標​
​AG2023では、2030年度に向けたYOKOGAWAの貢献分野として、GHG排出の抑制と、安価で信頼でき

る持続可能なエネルギーへの転換による「カーボンニュートラルの達成」を設定しました。​
お客様とともに取り組んでいくビジネスの目標として、お客様事業のCO2排出抑制量10億トン

（2018年度〜2030年度）を設定しています。お客様の再生可能エネルギー発電や低炭素発電の量を、平
均的な化石燃料の使用によるCO2排出量と比較して算出しています。さらに、再生可能エネルギー技術
開発の支援や、蓄電池の製造に使用されるシステムの提供について指標と目標（2023年度）を設定して
取り組んでいます。​
また、事業所のカーボンニュートラルを2040年に実現することを目指し2030年度に2019年度比50

％削減を目指します。GHG排出量の実績については、GHGプロトコルの方法論に基づいてScope1、
Scope2、Scope3の排出量を算出し、本レポートで開示しています。​

注力分野 再生可能・低炭素エネルギー 環境マネジメント
価値創造テーマ 再生可能エネルギー・

低炭素エネルギー
エネルギー
使用量削減

温室効果ガス
排出量削減

KPI CO2排出抑制貢献量
（2018年度からの累計）

エネルギー使用量
（2013年度比）

温室効果ガス排出量
（2013年度比）

2020年度目標 6,000万トン-CO2 13％削減 20％削減

2020年度実績 22,593万トン-CO2 20.1%削減 29.6%削減

前中期経営計画TF2020レビュー（FY20目標）

貢献の分野​ 注力領域​ 貢献するSDGs​ 指　標​ FY23目標​

カーボン
ニュートラル
の達成​

再生可能エネルギーイン
フラ支援​

お客様事業のCO2排出抑制量
（FY18からの累計）​

5億t-CO2

再生可能エネルギー開発
用計測器​

再生可能エネルギー向け計測器の売上高
伸長率（基準年FY20）​

2.2倍​

蓄電池製造支援 ​
電池電極用厚さ計の出荷台数伸長率

（基準年FY20）​
1.5倍​

（自社）事業所とサプライ
チェーンのGHG削減​

温室効果ガス排出量（Scope1,2）
（基準年FY19）​

10%削減​

温室効果ガス排出量（Scope3）​
SBT※要件を
満たす目標​

FY23目標

貢献の分野​ 貢献するSDGs​ 指　　標​ FY30 （FY40） 目標​

カーボン
ニュートラルの
達成

​

お客様事業のCO2排出抑制量​
2018年度-2030年度累計10億t-CO2

（内、50%以上は再生可能エネルギー、
新技術による）​

温室効果ガス排出量
（Scope1,2）

2030年度 50%削減（基準年FY19）  
2040年度 100%削減​

温室効果ガス排出量（Scope3） SBT※要件を満たす目標​

FY30（FY40）目標

※SBT: Science Based Targets

Scope1、Scope2、Scope3の排出量はP.41をご覧ください。
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行動規範とコンプライアンス

YOKOGAWAグループ行動規範
YOKOGAWAグループで働くすべての社員が遵守すべき行動指針は「YOKOGAWAグループ行動規

範」で定められています。第1章ではYOKOGAWAグループの基本方針として、企業理念の実現、法令遵
守、人権尊重、持続可能な社会への貢献などが明記されています。第2章ではYOKOGAWAグループの
行動基準として、ステークホルダーとの関係、労働者の権利、経営陣の責任などが明記されています。

YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン
社員への周知、教育用として、「YOKOGAWAグループ行動規範」をわかりやすく解説し、具体的に

取るべき行動について示した手引きが、「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」
です。YOKOGAWAグループの社員一人ひとりが日常の業務活動の中で遭遇するさまざまな倫理、
法令上の問題について、遵守すべき事項が具体的に記載されています。14言語に翻訳するととも
に、製造部門の社員には冊子でも配布し、グループ全体に周知徹底することで企業倫理の浸透と遵
守にあたっています。

国際規範の尊重
国連グローバル・コンパクト
YOKOGAWAは、2009年に国連グローバル・コンパクトに署名し、提唱する人権・労働・環境・腐敗防止

に関する10原則の支持を表明しました。日本のローカルネットワークであるグローバル・コンパクト・
ネットワーク・ジャパンに参加するなど、ステークホルダーとも協力して10原則の実現に向けた取り
組みを進めています。国連グローバル・コンパクトは、1999年に当時の国連事務総長のコフィー・アナ
ン氏が世界経済フォーラムで提唱し、2000年に発足しました。賛同する企業に対し、人権・労働・環
境・腐敗防止に関する国際的な規範を支持し、実践するよう求めるものです。

ISO26000
ISO26000は、国際標準化機構（ISO）が2010年11月に発行した、組織の社会的責任に関する国際規

格で、組織統治、人権、労働慣行、環境、公正な事業慣行などの7つの中核主題を提示しています。
YOKOGAWAはグローバル市場でビジネスを行う企業としてISO26000を参照し、コーポレートガバ
ナンスを企業経営の根幹と位置づけ、事業を通じた社会貢献や、環境・人権など、ステークホルダーの
期待に配慮した活動を行っています。

YOKOGAWAは「コンプライアンス最優先」を礎とし、法令、条例、その他すべての社会規範を遵守し、高い倫理観をもって事業活動を行っています。企業理念を実現していくために社員が遵
守すべき指針は「YOKOGAWAグループ行動規範」で、社員一人ひとりが取るべき具体的な行動は「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」で定められています。

「YOKOGAWAグループ行動規範」全文はWebサイトで紹介しています。

YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン

トップコミットメント

YOKOGAWAは、「YOKOGAWAグループ行動規範」の「基本方針」で、企業理念の実現、法令の遵守と社会
との協調、人権の尊重、公正な事業慣行、社会・環境への貢献、ステークホルダーとの信頼関係の6つを定
め、事業活動を通じた社会への貢献やコンプライアンスなど、企業にとって基本的な責
任を果たすべく努めています。また、2009年に国連が提唱する国際的なイニシアチブ
「国連グローバル・コンパクト」に賛同・署名し、人権・労働・環境・腐敗防止に関する10原
則の支持、実践にも取り組んでおり、世界中のグループ各社およびお取引先様と共有し
ています。今後も、世界各地で事業展開するグローバル企業としての責任を果たすべく
努めていきます。 代表取締役社長　奈良　寿
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コンプライアンス推進体制
不正や不祥事を未然に防止するために、「不正をしない風土」と「不正をさせない仕組み」の構築をコンプライアンス

推進の2本の柱とし、健全で風通しの良い企業活動を推進しています。YOKOGAWA グループでは、コンプライアンス推
進体制の整備と問題点の把握・対処のための企業倫理担当部署を設置し、コンプライアンス経営を強力に推進していま
す。また、職場に密着したコンプライアンス推進体制をグローバルに整備しています。国内では職場の相談役でもある
コンプライアンス推進者がコンプライアンス意識の浸透・定着に向けた推進活動を展開しています。また、各組織のコ
ンプライアンス事務局およびコンプライアンス推進者の代表者が定期開催の「コンプライアンス委員会」に参画し、情
報の共有化と活動の進捗管理を行っています。

行動規範とコンプライアンス

● 意識サーベイ結果分析
● 活動の振り返りと問題分析

● �前年の反省とサーベイ結果に 
基づいた年間活動計画策定

● 意識サーベイ実施
● ヘルプラインの運営状況の検証

● �活動計画実行
　・教育活動　　・啓発活動
　・規定・マニュアルの整備
● �ヘルプラインの適正な運営

Act Plan

Check Do

PDCAサイクルによるコンプライアンス推進活動

コンプライアンス推進体制コンプライアンスの考え方

横河電機　企業倫理本部
監査役

経営監査部

法務部・人財総務本部

横河電機各部門

社外弁護士事務所

コンプライアンス委員会

職場の相談役

コンプライアンス推進責任者

コンプライアンス事務局

コンプライアンス推進者

国内グループ会社

コンプライアンス推進責任者

コンプライアンス事務局

コンプライアンス推進者

海外グループ会社

コンプライアンスマネージャー

コンプライアンスコーディネーター

国内
内部通報・相談制度

海外各社
内部通報・相談制度

情報交換

�本の柱

意識の変革 ルールの適正化・徹底
●リーダーのメッセージ
●教育と研修
●コミュニケーションの活性化
●風通しの良い職場づくり

●推進者、通報・相談窓口の活用
●違反者への懲戒
●システム改定他再発防止策
●規定・マニュアルの整備

法令・ルールを
遵守した業務運営の

実践、定着

Introduction
イントロダクション

Our Goals
私たちが目指すもの

Human Resources
人財

Environment
環境

Governance
ガバナンス

Information
データ・企業概要

Our Stories
重点課題への取り組み



55YOKOGAWAサステナビリティレポート2021

腐敗防止の取り組み
「YOKOGAWAグループ行動規範」に、お取引先様との関係、政治や行政との関係、利益相反行為の禁
止を定め、権限を個人の利益のために濫用することや、強要・贈収賄などを含むあらゆる形態の腐敗
防止に取り組んでいます。具体的には、「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」や「贈
収賄防止規程」などのルールを定めて運用するとともに、コンプライアンス推進の一環として啓発活
動やコンプライアンス意識サーベイなどで浸透と徹底を図っています。

贈収賄防止の取り組み
YOKOGAWAは、国内および海外の公務員や民間人に対する贈収賄防止について、グループ各社が事

業活動を行う各国の贈収賄防止に関する法令を遵守しています。また、贈収賄に関するリスク評価を行
い、グループ各社で管理しています。2020年度は、「贈収賄防止ガイドライン」を見直し、「贈収賄防止規
程」として制定し、全社員に周知したうえで、贈収賄の防止と公正かつ適正な事業活動のさらなる実践
を図っています。さらに、贈収賄防止に関する啓発ビデオをグループ各社へ展開し、約13,000名の社員
が視聴しています。また、「YOKOGAWAグループサステナブル調達ガイドライン」で贈収賄防止を定め、
お取引先様とともに贈収賄防止に取り組んでいます。2020年度において、贈収賄に関する違反や制裁
を伴う事例はありませんでした。

反競争的行為防止の取り組み
YOKOGAWAは、競争法の遵守をグループ経営における重要事項の一つと位置付けており、

「YOKOGAWAグループ行動規範」においても、競争会社との公正・透明・自由な競争をグループの基本
姿勢として掲げています。また、競争法遵守をより確実なものとするため、「YOKOGAWAグループ コ
ンプライアンスガイドライン」や「競争法コンプライアンス規程」でより具体的なルールを定め、競争
法に関する社内教育を実施することにより、社員のさらなる意識向上を図っています。2020年度に
おいて、反競争的行為、反トラスト法、独占的慣行により受けた法的措置はありませんでした。

インサイダー取引防止の徹底
インサイダー取引を未然に防ぐために、Group Management Standards（GMS）で「インサイダー

取引防止に関する規程」を定めているほか、「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」
の中にもインサイダー取引の禁止に関する項目を設けています。さらに、グループ全体で遵守体制を
整備し、教育などによりインサイダー取引の防止を徹底しています。横河電機の株式の買付・売却を
行うグループ各社の役員および社員は、各社のインサイダー取引防止担当者を通じて、事前確認の手
続きを行っています。また、以下の対象者については、四半期決算期末日から各決算発表日までの期
間の売買を一律禁止しています。

税務コンプライアンスの取り組み
YOKOGAWAは、事業のグローバル化に伴い、事業活動を行う国・地域において納税義務を適正に履

行することで、企業としての社会的責任を果たし、持続可能な経済に貢献することができると理解して
います。税務処理にあたっては、適切な税務リスク管理を実施するために下記事項を遵守しています。

行動規範とコンプライアンス

 ���横河電機、横河ソリューションサービス、横河マニュファクチャリング、横河計測の役員および管
理職
 横河電機および国内グループ会社において四半期決算の作成・公表に直接従事する者

 ���各国の税務関係法令に従い、適正に納税する。
 ��税務に関係ある会計処理およびその関連措置については、適切な税務対応を行う。
 ���税務に関するガバナンス体制を整備し、税務コンプライアンス意識の向上に努める。
 ��OECD移転価格ガイドライン、BEPS※行動計画などの税務の国際基準を尊重し、税務対応を行う。
 ��各国外関連者の機能およびリスク分析に基づき、それぞれの貢献に応じた適切な利益配分を設定
し、独立企業間原則に則った取引を実現する。
 ���租税回避を目的とした税務プランニングやタックスヘイブンの使用は行わない。
 ����二重課税の排除や適切な優遇税制の適用など税金費用の適正化に努める。
 ��法令の適用・解釈に関して不確実性がある場合は、外部専門家への助言を求めた上で税務リスクの
低減に努める。
 ��各国における税務当局と誠実で良好な協力関係を構築し、維持、発展させることに努める。

※ BEPS（Base Erosion and Profit Shifting）：税源浸食と利益移転
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などの取り組みを行っています。また、海外グループ会社へは、啓発コンテンツとして提供しています。

社員のコンプライアンス意識の確認
2020年度は、YOKOGAWAグループ全社員を対象に、コンプライアンスに関する意識サーベイを実

施しました。サーベイ結果について、職場・職位別にコンプライアンス意識の前回結果との変化を見
える化し、グループ会社へフィードバックすることで、次年度の活動につなげています。

通報・相談窓口の運用
コンプライアンスに関する問題を早期に発見し未然に防止するため、通報・相談窓口を設置し運用

しています。社員は、eメール・電話・紙文書などにより自分の言語で、実名・匿名のどちらでも通報・相
談することができます。
通報された案件に行動規範やコンプライアンスに反す

る可能性がある場合、担当部署は内部通報・相談規則に従
って任命された調査担当者、人事・法務部門、外部弁護士と
連携して調査マニュアルに沿って調査を行い、問題の解決
を図っています。 また、通報者のプライバシーを保護する
とともに、通報者への報復や通報者の不利益取り扱いは一
切認めていません。
2020年度の内部通報・相談内容の内訳は、国内拠点では全

体の約7割が人事・労務とハラスメントに関するもので、海外
グループ会社では約半数が人事・労務関連と販売業務上の
不正に関するものでした。また、2020年度に、既存の「内部通
報・相談規則」を見直し、グローバル共通の「内部通報・相談規
則（一般共通版）」と、国内グループ会社向けの「内部通報・相
談規則（日本版）」を制定し、制度の周知を図るとともに、通報
者が安心して通報できる環境整備を進めています。
お客様やお取引先、地域社会など、あらゆるステークホル

ダーからのコンプライアンスに関わる通報・相談について
は、ホームページの「お問い合わせ」 で受け付けています。

反社会的勢力排除の取り組み
「YOKOGAWAグループ コンプライアンスガイドライン」に、「秩序・安全に脅威を与える反社会的
勢力への対応」について記載し、グループ全体で反社会的勢力排除に取り組んでいます。さらに、東京
都暴力団排除条例に対応して、取引基本契約に反社会的勢力排除条項を盛り込んでいるほか、お取引
先様、請負業者様、お客様とも「反社会的勢力の排除に関する覚書」を締結しています。

啓発活動の実施
YOKOGAWAは、社員一人ひとりがコンプラ

イアンスに関する意識・気づきのセンスを養
い、クリーン・クリアでオープンな高い倫理観
をもった風土の醸成を図ることを目的として、
コンプライアンス研修や教育などのさまざま
な啓発活動を実施しています。

コンプライアンス研修・教育の実施
グループ全体へのコンプライアンス意識の浸透と定着を目指し、2020年度もグループ会社で、コンプライ

アンス研修を実施したほか、国内では、マネージャー昇格時、海外赴任時、新入社員の入社時などの機会に
も、役割に応じた研修を実施しました。コロナ禍のため、研修はeラーニングまたはウェビナーで実施していま
す。また、海外のグループ会社では、各社の課題に応じて、必要な教育をeラーニングにより実施しています。

コンプライアンス・ニュースの発行
職場風土や最近の企業不祥事など時節に合ったテーマを選んで「コンプライアンス・ニュース」を

2020年度は年間4回発行しています。グループ全体に広報し、社員一人ひとりのコンプライアンス意識
の向上を図っています。

コンプライアンス週間の実施
国内グループ会社の全社員を対象に、コンプライアンス・マインドのさらなる浸透・定着を図ることを目的と

した「コンプライアンス週間」を実施しています。2020年度は、「企業理念、創業の精神、共有する価値観」と行動
規範から具体的な行動事例を確認する機会とするとともに、コンプライアンススローガンの募集、作品の紹介

行動規範とコンプライアンス

通報・相談内容の内訳

約8,400名

約11,400名

約300作品

海外コンプライアンス研修
（eラーニング）

国内コンプライアンス研修
（eラーニング）　

スローガン応募

ハラスメント ��%

その他 �%
人事・労務関連
��%

経理関連（会計・資産）
 �%

品質関連 
�%

職場関連
�%

国内

知的財産・情報 
��%

人事・労務関連
��%

営業・販売
��%

その他 ��%

ハラス
メント 
�%

海外
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サプライチェーンマネジメント
統制とコミュニケーションを強化し、
サプライチェーンにおけるサステナビリティを推進
YOKOGAWAは、お客様とお取引先様との関わりを含む業務プロセス全般について、YOKOGAWAグ

ループ内部統制の一環としてグループ全体の調達プロセス基準を制定し、グループ一丸となり、サス
テナビリティに配慮した、公平で公正な取引の実施に努めています。本社の調達統制部門のメンバー
が中心となり、グループ関連会社の調達担当者と連携をとり、事業を行う国と地域の法令を遵守した
取引、環境保全や人権へ配慮した取り組みをサプライチェーンに展開、紛争鉱物問題などにも取り組
んでいます。 
また、JEITA※CSR委員会・資材委員会などの業界団体の委員会に参加しワーキンググループにおい

て積極的に活動し、自社のみならず業界としてのサプライチェーンのサステナビリティ推進に貢献
しています。 

サステナブル調達活動  
ISO20400（持続可能な調達―手引き）を参考に、サステナブル調達活動を

推進しています。国内外のお取引先様には、RBA※行動規範V6.0を参考とした
「YOKOGAWAグループサステナブル調達ガイドライン」を作成し、遵守をお願
いしています。 
ガイドラインに従い、「人権・労働」、「安全衛生」、「環境」、「倫理」の4つの項目の実情の把握を中

心に、お取引先様とサステナブル調達を阻害するリスクの特定を進めます。顕在化したリスクにつ
いては、お取引先様と協力し改善を行います。また、サステナブル調達に関する教育を、社内外に展
開しています。これらの活動は、指標（KPI）を定めて進捗を管理しています。 
 

活動計画と実績  
2020年度は、サステナブル調達の始動の年と位置付け、人権デューディリジェンスを基本とした

サプライチェーンにおけるリスクを低減する活動を行いました。専門家の支援を受け、お取引先様の
事業所へ環境保全や人権に関する質問票（以下、SAQ）を送付し、その回答を評価することで、高リス

クの事業所を特定しています。高リスクの事業所へは書面によるフィードバックや現場のモニタリ
ングを行います。
 
1 活動のPDCAサイクル 
　2019年度に制定したKPIに基
づき、お取引先様とのコミュニ
ケーションを行いサプライチ
ェーンのCSRリスクを軽減する
よう努め、以下の図に示す活動
のサイクルを実行しています。 

 
2 SAQ（Self-Assessment Questionnaire）実施計画と実績 

　SAQの対象として、YOKOGAWAグループ全体の購買実績のあるお取引先様（約1万社）のうち購
入金額の上位8割を占める1,070社に対して、専門家の知見に基づくリスク評価を行い、600社を選
定しました。この600社に対し、3か年での評価・改善活動を計画しています。 2020年は高リスク
と評価した200社を選定し、SAQの送付と評価を行いました。 

※  JEITA （Japan Electronics and Information Technology Industries Association）:一般社団法人電子情報技術産業協会 
年度ごとの実施状況
を公開

FY19
YOKOGAWA全体を俯
瞰したリスク評価を
実施し、KPIを設定

FY20〜FY22
重要なお取引先様へのSAQ（Self-Assessment Questionnaire）

を基盤とし、サステナブル調達を実施

特定
SAQ回答の分析

評価
SAQ回答分析

結果の評価

統合と行動
SAQ評価結果の
送付と改善要求

追跡
モニタリングと改善
へのフィードバック

コミュニケーション
簡易

フィードバックSAQ送付

グループ横断のデー
タを基に重要なお取
引先様を選定

低リスクサプライヤー

購入額上位
企業様を抽出

約10,000社→1,070社

業種別評価
600社選択

サステナブル
調達活動 3か年計画

KPI項目 累計送付予定企業数 送付企業 累計回答事業所数 年度 

SAQを実施いただくお
取引先様の事業所の数

200社 191社 166事業所 2020年度

400社 2021年度

600社 2022年度 

※ RBA（Responsible Business Alliance）：グローバルなサプライチェーンにおける社会的責任を推進する企業同盟 

「YOKOGAWAグループサステナブル調達ガイドライン」はWebサイトで紹介しています。 
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サプライチェーンマネジメント

「YOKOGAWAグループ グリーン調達ガイドライン」はWebサイトで紹介しています。

SAQは、3つのカテゴリーから成り、それぞれに複数の設問があります。平均の得点率は下図のとお
りです。 

3 改善への取り組み  
お取引先様と連携し改善への道を歩むため、当社グループのサプライチェーンにおけるサステ

ナブル調達についての賛同を確認し、8割の事業所様から賛同をいただいています。 
SAQへの回答をいただいた事業所には採点結果と改善内容をフィードバックさせていただく

とともに、採点内容を分析し、所定の点数以下の事業所とは、改善のためのシートを用いコミュニ
ケーションを行っています。 
2020年度は、COVID-19の影響により訪問できなかった一部の事業所については、SAQの回答を

基にヒアリングを実施し、改善に向けたコミュニケーションを行いました。

サステナブル調達教育   
サステナブル調達に関するeラーニングを準備し、調達活動に関わる社員がオンデマンドで講座

を受講できるシステムを提供しています。また、2021年1月に開催した技術者向けの社内イベントに
おいて、紛争鉱物についてのセッションを行いました。また、日本技術士会へのサステナブル調達に
関わる寄稿なども行っています。 

グリーン調達の推進   
YOKOGAWAでは、お客様に提供する製品・ソリューションのライフサイクル全体を考慮し、環境

負荷の低減と付加価値の増大を図るため、環境負荷の少ない製商品・サービスの購入促進や、環境
配慮等に積極的に取り組んでいるお取引先様との取引を推進しています。このため「YOKOGAWA
グループグリーン調達ガイドライン」を提示し、取引契約を締結しています。化学物質などに関す
る法規制の遵守達成のため製品含有化学物質の管理推進体制を構築し、資材・部品に含有される化
学物質について調査・管理しています。 
また、新規のお取引先様には説明会を開催し、啓発活動に努めています。

お取引先様とのパートナーシップの強化   
横河電機では、定期的に主要なお取引先様の経営層と交流を行い、パートナーシップの強化に

努めています。また、お取引先様への責任ある調達に関する教育コンテンツを作成するJEITAのタ
スクフォース活動に参画し、セミナーのご案内などを始め単なる取引に終わらない信頼関係を構
築できるよう日々努めています。さらに、生産子会社の主催でお取引先様別の「部品展示会」や「技
術セミナー」を開催し、お取引先様の取扱商品や市場動向および部品動向などについて、グループ
の各製品開発部署へ紹介する場として活用しています。 

コンプライアンス調達の強化    
グループ共通のマネジメントルールとして、調達におけるコンプライアンス遵守のための基準

を定め、グループ会社の責任者と密にコミュニケーションをとりながらグループ全体でコンプラ
イアンス調達の強化に取り組んでいます。また、取引基本契約にコンプライアンス条項を明記して
います。コンプライアンスに違反、または、その疑いがあるとお取引先様が気づいた場合の通報窓
口として「ヘルプライン」を設置しています。今年度は、日本国外に向けた専用のヘルプラインを新
たに開設しました。

�％
��％
��％
��％
��％
��％
��％
��％
��％
��％ 参考：★60％ラインを下回る分野

合計得点率

��％

サプライヤー
情報

��％

安全衛生

��％

労働者の
健康

��％

職場の
安全

��％

労働人権

��％

強制労働・
児童労働

��％

労働時間・
賃金

��％

人権労働
全般

��％

安全衛生
全般

��％

得点率

2020年度 SAQ（Self-Assessment Questionnaire）実施結果の分析 
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※1 OECD DD Guidance �経済協力開発機構（OECD）の「紛争地域および高リスク地域からの鉱物の責任あるサプライチェーンのためのデュー・ディリ
ジェンス・ガイダンス」 

※2 CMRT/CRT Conflict Minerals Reporting Template/ Cobalt Reporting Template 

 

調達統制部門
 （調達戦略·統制）

製造責任部門
（製造・工務）

製品責任部門
（営業・企画）

製品法規制管理部門
（調査）

YOKOGAWAグループ
人権の取り組みと連携

お客様 お取引先様

下請法の遵守     
下請法を遵守するため、社外講習会の受講や、購買関係者を対象にしたeラーニングによる自社

オリジナルテキストの学習および受講者の理解度確認用の簡易試験を定期的に実施し、意識向上
に努めています。また、各部署に責任者を設置し、下請法に関する情報の共有を図り、遵守体制を構
築しています。 

調達BCPの実行      
お客様が必要とする製品の安定供給は重要な社会的責任であるとの認識のもと、調達BCPの取り

組みを進めています。お取引先様の協力のもと、製品で使用する部材の生産地情報を調査・管理する
ことで、有事の際に速やかな対応ができるようにしています。主要な製品の重要部品については、お
取引先様のBCP対応の確認や安全在庫の確保を行うことで、調達リスクの低減に努めています。

紛争鉱物問題に関する取り組み      
1 基本方針

コンゴ民主共和国およびその周辺国における紛争と、これに伴う重大な人権侵害、環境破壊が
国際的に大きな問題であり、この地域における紛争鉱物の資源採掘は、武装勢力の資金源となり、
紛争を助長している可能性が懸念されています。 
YOKOGAWAグループでは、サプライチェーンを通じて紛争に⼿を貸してしまうことを回避す

るため、営業・製品設計・調達部門などをメンバーとするグループ横断の推進体制を構築し、紛争鉱
物規制への取り組みを進めています。 

2 体制
それぞれの部署がその機能に応じた役割を担い、YOKOGAWAグループとして紛争鉱物に取り

組む体制を構築しています。この体制に従い、お客様の要望などを踏まえ、サプライヤー各社の協
力のもと、紛争鉱物の使用に関する調査を進めています。調査の結果、武装勢力の資金源となって
いる事実が判明した場合、ただちにその使用回避に向けた取り組みを進めます。 
さらに、業界団体であるJEITAの「責任ある鉱物調達検討会」にメンバーとして参加し、企業間の

連携や最新情報（OECD DD Guidance※1、CMRT/CRT※2等）の把握に努めています。 
今後も、YOKOGAWAは継続して責任ある鉱物調達に向けて最大限努力をしていきます。  
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情報セキュリティ

情報セキュリティ推進体制
YOKOGAWAでは、ISO27001の考え方をベースに情報セキュリティ活動を展開し、方針や施策は情

報セキュリティ統括管理責任者から各事業部／本部および関係会社に通達されます。また、運用が
ルールどおりに行われているかについて事務局による実地確認などで把握し、必要な改善を図って
います。
また、情報セキュリティを推進するため、YOKOGAWAの各事業部・本部・関係会社に情報セキュリ

ティ体制を整備し、円滑な情報セキュリティ推進活動の鍵としてPDCAサイクルを回しています。
併せて、サイバー攻撃への対応力を高め、お客様が安全に安心して事業活動を継続できるよう、情報

セキュリティ委員会を運営しています。この委員会は、製品を含めた各分野のサイバーセキュリティ担
当者で構成されており、グループ内での情報共有や最新動向の把握に努めています。

人：情報セキュリティ教育の実施
情報を守るためには、社員一人ひとりの意識が重要です。手にした情報をどのように取り扱う

か、自ら考え対策を実践できるよう、YOKOGAWAではeラーニングを活用した全社教育を毎年実施
し、情報セキュリティに関する最新の知識を共有し、セキュリティインシデント発生時の対応や、
事例を通じた再発防止策を掲載した社内ニュースを都度発行して社員へ周知しています。また、よ
り実践的な内容として、識者を招いた情報セキュリティに関する講演、標的型攻撃対応に関する教
育・訓練や、ライン・マネージャー向けの教育を行い、その成果が日頃の情報セキュリティ活動へ反
映されているかについて情報セキュリティ監査で確認しています。

物：わかりやすく、安心に（構内セキュリティ）
情報セキュリティは「わかりやすい」ことが大切です。社員、来訪者ごとに立ち入ることのできるエ

リアを明確にし、来訪者がゲストエリア以外へ立ち入る際は「構内立入カード」を着用します。オフィ
スエリアでは24 時間施錠の入退館管理で、本社構内の財産・情報資産の保護に努めています。
また、個人認証で必要なときに必要なものだけを印刷する仕組みMPS（Managed Print Service）に

より、印刷物の置き忘れや混入を防いでいます。

IT：見えないところで守っていく
うっかり漏洩、知らないから誤用といった人間の過ちをITの仕組みで防ぐとともに、外部からの

サイバー攻撃への備えも多層化して実施しています。日々多様化しているサイバー攻撃に対して
は、クラウドと機械学習の技術を使用したプライベートSOC（Security Operation Center）を設置
し、不正アクセスの予兆やインシデントの早期発見に努めています。

顧客プライバシー保護
YOKOGAWAでは、お客様からお預かりした個人情報を適切に管理し活用するために、個人情報

保護方針を掲げ、ルールを整備しています。併せて、グローバルで多様に変化する個人情報保護へ
の要件に対し、リスク軽減に取り組んでいます。
2020年度において、顧客プライバシーの侵害および顧客データの紛失に関して、各グループ会

社からの報告を集約しているシステムにおいて不服申し立てはありませんでした。

YOKOGAWAは、お客様と一体となってソリューションを提供しています。ステークホルダーの皆様から信頼いただいてお預かりする大切な情報を守るため、人・物・ITの観点から情報セキュ
リティ対策に取り組んでいます。

セキュリティ対策

情報セキュリティ委員会

情報セキュリティ委員会
・セキュリティインシデントへの対応方針の決定
・全社セキュリティ体制の整備と管理力強化

ISMS

経営監査 情報セキュリティ 
マネジメントシステム

情報インフラに関する
セキュリティインシデント管理

製品に関する
セキュリティインシデント管理

内部統制展開システムの一つ

・情報資産に対する内部不正や
  人的セキュリティ対策の取り組み

CSIRT
・サイバー攻撃の状況把握、取り組み　
・グローバルセキュリティ活動

製品セキュリティ担当部署
・製品のセキュリティ管理
・製品マネジメント規程の策定と維持

マーケティング担当部署
・ITセキュリティの最新
  動向のリサーチ

セキュリティビジネス
担当部署

・セキュリティビジネスの
  市場動向

委員長：情報システム担当役員
事務局：情報システム担当部長

［IT］ 入口対策

［IT］ 出口対策

［物］ 個人認証プリントシステム 必要な時に必要なものだけ印刷

［物］ 構内セキュリティ強化

��時間施錠の入退館管理 ゲスト/オフィスエリアの明確化

［IT］ 内部対策

［IT］ ログ管理

ファイアウォール・侵入対策など

外部からの攻撃

インターネット

IN

構内立入カード

OUT

セキュリティパッチ・アンチウイルス・
メール誤送信防止＆暗号化ツールなど

業務用PC

URLフィルタなど迷惑メールフィルタ・
ウイルスチェックなど

メール

Web

［人］ 教育
全社員教育・訓練・講演・
マネージャー教育など

YOKOGAWA
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情報セキュリティ

製品・サービスに関するセキュリティマネジメント
YOKOGAWAは、サイバー脅威への継続的な対策がお客様および社会における重要な課題と認識

し、製品およびサービスの提供を通して、お客様とともに取り組んでいきます。Stuxnetマルウェア
以降、重要インフラを標的としたサイバー攻撃は当たり前の出来事となってきました。こうしたサイ
バー攻撃は、重要インフラを基盤とする現代社会において、私たちの生活や社会経済活動への甚大な
影響を引き起こしかねません。さらには、社会的な混乱、環境や人命への影響まで想定されます。加え
てTRITONマルウェアの例が示すように、攻撃の技術進歩はとどまることを知りません。こうした状
況を受けて、YOKOGAWAはこれらサイバー空間に起因する重要インフラのリスクを軽減するため、
さまざまな活動に取り組んでいます。

主な取り組み
製品開発からシステム導入、システム運用までをシステムのライフサイクルと捉え、ライフサイク

ルを通してお客様のセキュリティ活動を支援することで、サイバー空間に起因する重要インフラの
リスク軽減に取り組んでいます。

製品開発
�   �セキュリティ対策の基本方針と対策基準を設け、それらを開発プロセスに組み込み、製品からの脆
弱性排除とセキュリティ向上に取り組んでいます。
  ��セキュリティ品質確保のため、主要製品のCENTUM VPとProSafe-RS
では国際的なセキュリティ認証推進組織ISCIのISASecure EDSA認証
を取得しています。
  ��当社制御システムの製品開発部門が、ISASecure SDLA認証（Security 
Development Lifecycle Assurance）を取得しました。この認証は、制
御システム製品の開発プロセスがセキュアな製品の開発に必要な要
件を満たすことを第三者が評価する認証で、国際標準規格IEC62443-
4-1に準拠した開発が行われていることを審査するものです。当社は、
国内でこの認証を取得した初めての制御システム製品サプライヤー
となります。

�システム導入
�   � �シンガポールの拠点にセキュリティ技術の調査・研
究を目的としたSecurity Competence Laboratory 
（SCL）を設置しています。SCLではYOKOGAWAの
セキュリティ対策の有効性の実証や、お客様のセキ
ュリティ対策導入サポートを行っています。また、
各国拠点でエンジニアへのセキュリティ教育を提
供しています。これらの取り組みにより、セキュリ
ティの均質な実装と、より安全なシステムインテグ
レーションを実現していきます。

システム運用
�   �IEC62443など業界のセキュリティスタンダードに基づき、セキュリティライフサイクルアプロー
チを構築し、制御システムのセキュリティ状況監視サービス、制御システムに特化したSOCサービ
ス、バックアップサービスなど、お客様のサイバー空間におけるリスクを軽減するためのセキュリ
ティソリューションを提供しています。

PSIRT（Product Security Incident Response Team）
�   �製品に関わる脆弱性情報を広く情報収集し、入手した情報をグループに展開し、製品への影響を調
査します。製品への影響が確認された脆弱性については、影響と対策情報をお客様に開示し、お客
様のセキュリティ活動を支援しています。ISASecure SDLA認証 合格証

Security Competence Laboratory （SCL）

セキュリティライフサイクル

セキュリティリスクアセスメント
ネットワーク調査解析

プラントセキュリティ
ライフサイクル
サービス

セキュア設計・実装

運用支援・見守りサービス 維持管理サポート
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品質保証
品質保証の基本方針
1 �創業の精神である「品質第一主義」に基づくお客様重視、および経営品質向上による「健全で利益あ
る経営」の実現を目的とする品質マネジメントを実行する。

2 � �法令・規制要求事項およびお客様要求事項を満たす製品を提供する。
3 �国際規格ISO9001の要求事項に適合する適正水準の品質マネジメントを確立・実行し、その有効性
を継続的に改善する。

4 ��すべての組織および要員の成果によってお客様満足を向上する。そのために、一人ひとりが「品質
第一の心」をもって良質な仕事を行う。

5 �組織の長は、担当業務品質に直接的責任を負う。これには資源が使用できることを確実にすること
を含む。

お客様満足と品質​ 
YOKOGAWAは、質の高い製品とソリューションを提供することで、お客様にご満足いただいて

います。これを支えるのは、100年以上守り続けてきた創業の精神である「品質第一主義」です。品
質マネジメントの基本的な考え方は、QA、QI、Qmの3つの輪で構成されています。

この3つの要素すべてが調和することで、初めてお客様の満足と永続的な信頼を得ることがで
きると考えています。YOKOGAWAの高い品質を守るためには、特に「品質第一の心」が重要と考え
ています。「品質第一の心」をもつことの重要性をグループ全社員が認識し、グループ共通のルール
や考え方のもと各業務の中で、品質をつくりこんでいます。​

品質保証の活動 
YOKOGAWAは創業以来、お客様に満足いただける製品とソリューションをお届けするため開発・

企画・設計・製造から販売・サービスまでの各プロセスで、品質マネジメントシステムを構築してきま
した。1992年にはISO9001の認証を取得し、国内および海外の主要グループ会社でも、ISO9001の認証
を取得しています。製品のサポートについては、お客様のさまざまな問題やトラブルに、スペシャリ
ストが対応しています。グローバルレスポンスセンターにより、お客様設備の安全を絶えず見守る
サービス体制を、グローバルに展開しています。また、YOKOGAWAの品質保証体制の中で計測器のト
レーサビリティを確保しています。流量校正装置に関しては、Japan Calibration Service System
（JCSS：計量法校正事業者登録制度）の認定を国内で初めて取得しています。

YOKOGAWA QHSE※月間​
日本では、1960年に日本科学技術連盟、日本規格協会、日本生産性本部、日本能

率協会が、毎年11月を品質月間に定めました。YOKOGAWAでも継続して活動を
行っています。​
さらに、2018年からは、品質だけでなく、経営の基盤となる労働安全衛生と地

球環境保全に関する内容も加え、「QHSE月間」と名付け、毎年11月にグループでさ
まざまな活動を展開しています。​
品質、労働安全衛生、地球環境保全の大切さを浸透させるため、グループ社員が

デザインした「QHSE月間ポスター」を掲示しています。また、品質第一だけでなく、労働安全衛生、地球
環境保全に関する経営トップの考えをQHSE月間メッセージとして、グループ社員に配信しています。​

YOKOGAWA QA手帳
品質を維持向上するため、日々の作業に関する心構えをわかりや

すく解説する「QA手帳」を作成しました。グループで運用できるよう
に5か国語に展開しています。作業者は常に持ち歩き、「品質第一の
心」を確認しています。

品質保証（QA）の輪
「品質がすべてに優先する」という考えのもと、お客様により良いものを
永続的に提供しています。

品質改善（QI）の輪
質の高い製品とサービスを提供するための体制づくりに取り組んでい
ます。

品質第一の心（Qm）の輪
社員一人ひとりが創業の精神である「品質第一の心」をもっています。

品質マネジメント3つの輪

Quality Assurance
品質保証

QA

Qm

QI

Quality mind
品質第一の心

Quality Improvement
品質改善

QHSE月間ポスター​

製造作業者向け「 QA 手帳」

※QHSE：Quality Health and Safety Environment​
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2020年度で終了した前中期経営計画「Transformation 2020」（以下、TF2020）では、Three goals
の各ゴールに対して、2030年度に向けた注力分野と、TF2020の事業計画と整合したサステナビリティ
中期目標（2020年度目標）を設定し、PDCAサイクル（Plan-Do-Check-Act）を回しながら、目標達成に
向けてグループ全体で取り組んできました。​

2019年度までは、目標達成に向けて順調に推移していましたが、COVID-19の拡大に伴うお客様
の投資抑制もあり、多くの目標で未達という結果となりました。一方、厳しい環境の中でも再生可能
エネルギーや水ビジネスは受注が伸長しており、CO2排出抑制や水環境改善については、2020年度
の目標を達成することができました。​

注力分野 再生可能・低炭素エネルギー ライフイノベーション・安全 省エネ・省資源

価値創造テーマ

 再生可能エネルギー
 低炭素エネルギー

 医薬品・
食品生産性向上

 新薬・バイオ医薬品
開発生産支援

 安全性向上  現場メンテナンス
ソリューション

 水環境改善  高度ソリューション
 生産性向上コンサルティング

 プラント
長期安定稼働

KPI ＣＯ２排出抑制貢献量
（2018年度からの累計）

医薬品・食品の
生産性向上効果額
（2017年度基準）

新創薬システム
提供数

（2017年度基準）

安全計装システム
累積提供数

現場メンテナンス
ソリューション

累積提供数

水環境改善
ソリューション

提供数

お客様改善効果額
（2017年度基準）

保守サービス売上高
（2017年度基準）

2020年度目標 6,000万トン-CO2 2倍 20倍 3,200システム 850件 190件 2倍 1.3倍

2020年度実績 22,593万トン-CO2 1.9倍 3.7倍 2,885システム 462件 253件 1.1倍 1.1倍

自社基盤を通じた目標 共通基盤 人財マネジメント 環境マネジメント

価値創造テーマ

IIoTを 活 用 し た イ ン フ ラ や
ツールによるビジネスモデ
ルの変革

KPI 価値共創環境
ユーザ数

マネージャーに
占める

女性比率

障害者雇用率
（国内

グループ）

エンゲージメント
サーベイスコア 休業災害発生率 水使用量 エネルギー使用量

（2013年度比）
温室効果ガス排出量

（2013年度比）

2020年度目標 1,500ユーザ 12.0％ 2.3％ エンゲージメント向上
施策の実施 低減 水資源の効率的

利用施策を強化 13％削減 20％削減

2020年度実績 1,078ユーザ 11.7% 2.4%
(2021/6/1現在)

79% 0.11件/
100万時間 488千㎥ 20.1%削減 29.6%削減

ダイバーシティ&
インクルージョン

人財アトラクション&
 エンゲージメント

労働災害の撲滅 水資源効率的
利用促進

エネルギー使用量
削減

温室効果ガス
排出量削減

サステナビリティ中期目標レビュー
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サステナビリティデータ
社会データ

データ項目 2016 2017 2018 2019 2020

従業員数（人） 連結 18,329 18,290 17,848 18,107 17,715
単体 2,537 2,590 2,574 2,496 2,536

マネージャーに占める女性比率（％） 連結 ― 9.9 9.4 10.2 11.7
単体 3.5 4.3 5.4 6.3 8.5

従業員に占める女性比率（％） 連結 ― 21.2 21.9 21.7 21.9
単体 14.3 14.7 15.5 16.5 17.4

障害者雇用率（％）
国内 2.10

（2017/6）
2.31

（2018/6）
2.27

（2019/6）
2.27

（2020/6）
2.40

（2021/6）
労働組合組織率（％） 単体 74.7 74.8 73.7 73.1 73.7

データ項目 2016 2017 2018 2019 2020
休業災害発生率

（休業災害件数÷延べ実労働時間数×100万）
連結 0.46 0.33 0.28 0.34 0.11
派遣・請負 0.17 0.34 0.46 0.28 0.00

死亡災害発生件数（件）
連結 0 0 0 0 0
派遣・請負 0 0 0 0 0

寄付・コミュニティ投資（百万円）

金銭寄付 127.8 127.1 194.3 184.4 229.7
社員の参加・派遣 5.6 1.4 1.7 1.0 0.6
現物寄付・施設開放 12.2 14.3 7.4 45.9 4.1
管理費用 18.0 18.0 18.0 18.0 18.0
国内 110.7 106.4 178.9 175.6 180.7
海外 52.9 54.4 42.5 73.7 71.7
合計 163.6 160.8 221.4 249.3 252.4

データ項目 2016 2017 2018 2019 2020

エネルギー使用量（GJ）

国内 684,692 676,375 684,085 632,217 623,618
海外 810,126 829,572 854,898 831,180 758,685
合計 1,494,818 1,505,947 1,538,983 1,463,397 1,382,303
売上高原単位（GJ/億円） 382 370 381 362 369

再生可能エネルギー使用量（kWh） 太陽光発電 55,726 83,288 130,915 111,948 174,629

温室効果ガス排出量（t-CO2e）

国内 36,119 35,185 34,447 30,745 29,850
海外 48,251 49,697 49,439 48,025 42,966
合計 84,370 84,882 83,886 78,770 72,816
売上高原単位（t-CO2e/億円） 21.56 20.88 20.78 19.48 19.46
Scope 1 12,580 15,412 15,015 14,000 11,727
Scope 2 71,790 69,470 68,871 64,770 61,089

データ項目 2016 2017 2018 2019 2020

水資源投入量（千㎥）

国内 314 319 316 247 240
海外 285 296 245 266 248
合計 600 615 561 513 488
売上高原単位（千㎥/億円） 0.15 0.15 0.14 0.13 0.13

排水量（千㎥）
国内 235 236 267 246 236
海外 277 282 232 228 227
合計 512 518 499 474 463

廃棄物発生量（t）

国内 2,321 2,350 2,566 2,414 1,977
海外 2,186 2,455 2,624 2,499 2,406
合計 4,507 4,805 5,190 4,913 4,383
売上高原単位（t/億円） 1.15 1.18 1.29 1.22 1.17

非有害廃棄物（t）

リサイクル 2,937 3,224 3,528 3,333 2,851
焼却 129 138 126 393 481
埋立 888 720 784 613 524
合計 3,954 4,082 4,438 4,339 3,856

有害廃棄物（t） 553 723 752 574 527

環境データ

データ項目 区分 カテゴリー 2019 2020

サプライチェーン温室効果ガス排出量
Scope３（t-CO2e）

（―）は対象外

上流

1 購入した商品とサービス 204,683 197,858
2 資本財 29,874 26,154
3 Scope１または２に含まれない燃料およびエネルギー関連活動 7,178 10,734
4 輸送と配送 17,325 17,660
5 事業で発生する廃棄物 947 1,012
6 出張 17,750 4,294
7 従業員の通勤 7,385 3,523
8 リース資産 ― ―

下流

9 輸送と配送 ― ―
10 販売した製品の処理 ― ―
11 販売した製品の使用 617,473 529,700
12 販売した製品の廃棄 1,131 1,026
13 リース資産 ― ―
14 フランチャイズ ― ―
15 投資 ― ―

合計 903,747 791,961
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第三者保証
YOKOGAWA は、社会・環境データの信頼性向上のため、外部の第三者（ロイド レジスター クオリティ アシュアランス リミテッド）による保証を受けています。
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企業概要
▶ 商号 横河電機株式会社

▶ 英文社名 Yokogawa Electric Corporation

▶ 代表取締役社長 奈良　寿

▶ 本社所在地 東京都武蔵野市中町2-9-32

▶ 創立 1915年9月1日

▶ 設立 1920年12月1日

▶ 資本金 434億105万円

▶ 従業員数 17,715名（連結）
  2,536名（単体）

▶ 関係会社数 海外107社
国内  11社

（2021年3月31日現在）

編集方針

▶ 対象期間
　 2020年度（2020年4月1日〜 2021年3月31日）
　 過去の主要な活動や、2021年度の最新情報も一部含みます。
▶ 対象範囲
　 横河電機株式会社および国内、海外の連結対象会社
　 対象範囲の異なるデータについては、各記載箇所に明記します。
▶ 発行時期
　 2021年11月（年1回発行）
▶ 想定している読者
　 お客様、株主・投資家、お取引先様、社員、地域社会、NPO・NGO、行政など幅広いステークホルダー（利害関係者）
▶ 社名標記について
　 「YOKOGAWA」／「YOKOGAWAグループ」／「連結」は、横河電機株式会社および国内・海外の連結対象会社を指します。
　 「横河電機」／「単体」は、横河電機株式会社を指します。
▶ 参照ガイドライン
　 ・「GRI スタンダード」（Global Reporting Initiative）
　 ・「環境報告ガイドライン（2018 年版）」（環境省）

本レポートでは、YOKOGAWAグループのサステナビリティ情報について開示しています。掲載内容について
は、サステナビリティ情報開示の国際的ガイドラインであるGRIスタンダードの中核オプションに準拠するとと
もに、ステークホルダーの意見を取り入れ、YOKOGAWAの重点課題について開示しています。また、情報の信頼性
を高めるために第三者保証を取得しています。​
今年度は、中期経営計画AG2023にて示したサステナビリティ戦略の説明を充実させるとともに、YOKOGAWA

におけるサステナビリティの重点課題の設定プロセスを明示しました。また、重点課題に対して、事業を通じてど
のような貢献をしているかについて、具体的な事例も織り交ぜて紹介しています。加えて、近年社会からの要請が
高まっている温室効果ガス削減、人権尊重、女性活躍、サプライチェーンマネジメントなどの取り組みについても
開示を拡充しました。​
財務情報や経営戦略と関連性の高いESG情報については「YOKOGAWAレポート（アニュアルレポート）」をご参

照ください。GRIスタンダード対照表はwebサイトに掲載しています。​
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横河電機株式会社
〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32
サステナビリティ推進部
https://www.yokogawa.co.jp/about/yokogawa/sustainability/


